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第 1 章 序論 
 
1.1 研究の背景 
わが国の国土の 80%は山地であり，鉄道，道路，水路等のインフラ整備において，
地形的障害を克服する有力な手段として山岳トンネル工法が発達してきた．地質が複
雑で地下水位が高いわが国では，山岳トンネルの建設を困難にする大きな要因の一つ
としてトンネル掘削中の湧水が挙げられ，特に断層破砕帯や未固結堆積層における突
発的な高圧，多量の湧水は，切羽の崩壊や坑道の水没を引き起こし，作業員を危険に
さらすのみならず，大幅な工費の増大と工期の遅延をもたらすことになる．  
これらは，写真-1.1 に示すように，大破砕帯に遭遇し，大量湧水により困難を極め
た大町トンネルの闘いを描いた映画「黒部の太陽」などで世に知られるところであり，
機械化や新工法による建設技術が進んだ現在でも，湧水対策は山岳トンネルの施工に
おける大きな課題となっている 1)． 
 
 
写真-1.1 大町トンネル第 3 工区の大破砕帯における大量湧水 1) 
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また，湧水は切羽の崩壊や施工環境の低下を引き起こすとともに，周辺環境に影響
を与える要因となり，丹那トンネルにおいて大正 14 年に顕在化した集中湧水に伴う渇
水被害が，山岳トンネル工事における環境問題のルーツとして挙げられる 2)． 
戦後に至っても，わが国で初めて NATM 工法（New Austrian Tunneling Method） を
導入した上越新幹線中山トンネル 3)や中央本線塩嶺トンネル 4)などで，大量湧水に遭
遇し工事が難航する一方で，地表では渇水現象が生じ湧泉や井戸，表流水が減水・枯
渇する被害が生じている．湧泉や河川水は飲料水や農業用水など生活に直結して利用
されていることが多く，特に高度な水利用がなされている地域では影響が大きい．水
道施設の整備が進み，小規模な利水施設は減少しつつあるが，山間部ではまだ自然の
湧泉や沢水を水道用・生活用などに利用している地区は多く存在し，地区住民にとっ
てきわめて重要な問題になる場合がある．  
山岳トンネルは施工や設計において，通常はトンネル内に流入する湧水を排水する
ことを前提としているため，建設に伴う地下水環境に変化が生じるのは必然であり，
近年になっては，周辺環境に与える影響として渇水に加え，水質変化や地下水流動の
遮断、地盤沈下などの現象が問題化されている(図-1.1 参照)．水質変化はトンネル湧
水に有害物質が含まれている場合や，水温，pH などが排出先の河川水などで大きく異
なる場合が挙げられるが，平成 22 年改正の土壌汚染対策法から自然由来の重金属も法
の対象となった 5)．完成後も pH が低下しないアルカリ性トンネル湧水に対して中和
処理を実施している新東名高速道路島田第五トンネル 6)や，自然由来の重金属が溶出
する懸念があるため重金属対応型の濁水設備による管理を行った甲子トンネル 7)の例
のように，わが国の多くの地域で潜在的リスクを有する水質問題は，今後の大きな課
題である． 
さらに、直接水利用の対象でなくとも，水環境や生態系への影響が，重要な課題と
して近年取り上げられる傾向が強くなっている。圏央道八王子城跡トンネル 8)では，
史跡である古井戸や滝の保全，北の峰トンネル 9)では夕張山地山麓の広大な森林や豊
富な地下水など豊かな自然環境の保全を目的に，トンネルの施工に伴う地下水位低下
を抑制する対策が図られている．このような著名な名水や滝に限らず，人々にやすら
ぎを与える場や希少生物の保全に対する社会の要請はますます高くなる状況にある． 
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図-1.1 山岳トンネルにおける地下水位低下に伴う周辺環境への影響  
 
  
このように，山岳トンネルの建設において重要な地下水問題に対しては，①切羽の
不安定化や施工環境の低下，②地下水位低下に伴う渇水や地表面沈下、水質変化、環
境保全等の周辺環境への影響，を考慮する必要があり，近年は後者の②の影響抑制を
目的とした対策事例が増加している．一般に①の地下水対策としては，水抜きボーリ
ングやディープウェル工法により切羽付近の湧水を少なくする排水工法が経済性の面
から採用される場合が多い．一方，排水工法はトンネル周辺の地下水位を低下させる
ことから，②の周辺環境対策を目的とした場合はトンネル内への湧水を抑制する止水
工法が適用される．  
止水工法としては，トンネル周辺地山に薬液注入等により難透水層を形成する手法
が用いられるが，地下水環境変化を伴う地盤中での力学挙動が十分に解明されていな
いことや，実際の地盤が不均一であることなどから，理論的な設計手法が十分に整備
されておらず，従来からの経験や実績に基づいて設計を行う場合が多い．止水工法は
生態系の変化  
湧泉の枯渇 
沢・河川水の  
減少・枯渇 
農業用水の減少・枯渇  
井戸の枯渇 
排水による水質（重金属，水温）、  
水量の変化 
地盤沈下 
地下水位低下  
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排水工法に比較して，工費が高く，施工中における変更の自由度が小さいことから，
周辺環境への影響に応じた合理的な地下水対策を決定する手法の構築が課題となって
いる． 
また，トンネル完成後の止水工法として，非排水構造（ウォータータイト構造）が
用いられるが，水圧の作用に対する覆工コンクリートの高耐力化、真円に近いトンネ
ル断面形状による掘削断面積の増大や施工性低下により建設コストの増大を招く場合
が多い．さらに、非排水構造の技術適用限界とされる水圧は，過去の施工事例などか
ら水圧 1MPa（地下水位 100m に相当）程度までであり 9)，土かぶりが大きな山体にお
いて適用できない課題がある．  
 
1.2 本研究の目的と構成 
地下水位の低下や枯渇等に対して周辺環境問題の制約を受ける場合に，トンネル坑
内への湧水を抑制することを目的として止水工法を適用した例としては，前述した圏
央道八王子城跡トンネル 7)や北の峰トンネル 8)，圏央道高尾山トンネル 10) ，新宇治川
放水路トンネル 11)などが挙げられる．これらは，いずれも施工中は周辺地山の止水注
入により地下水位低下の抑制を図り，完成後はトンネルを非排水構造（ウォータータ
イト構造）とすることでトンネル内への湧水流入を遮断する工法であり，施工中の止
水注入領域については過去の実績に基づいて決められる場合が多い．また，完全止水
構造として覆工に地下水圧を作用させて設計することから，トンネルの構造的制約が
多く，増大する工費の面でも課題が大きい．  
これに対し，筆者らはトンネル周囲の止水注入のみによりトンネル坑内に流入する
湧水の抑制を図り，トンネル自体は従来の排水構造とする地下水制御工法に取り組ん
できた（図-1.2 参照）．坑内へ地下水を浸透させることから完全な止水を期待する工法
ではないが，周辺環境に対して地下水位低下量や湧水流量をある程度許容できる場合
は，非排水型トンネル構造に比べて合理的で，適用範囲の自由度が大きい対策となる．
一方，地下水位低下量や湧水流量を要求目標に応じて制御するためには，止水注入領
域や遮水性能，構造安定性について定量的に評価する必要があるが，実施工による知
見が少なく，適用性や効果の検証が課題となる． 
上記の課題を鑑みて，本研究では，以下の事項に対して探究した．  
1) 山岳トンネルにおける地下水環境変化の抑制を目的とした地下水制御工法につ
いて，浸透流解析に基づいた設計・施工方法を提示し，適用現場での施工デー
タを分析することで，その効果や適用性について検討した．  
2) 止水注入の施工方法として，従来のトンネル掘削前に実施するプレグラウト工
法に対し，これまで事例の少ないトンネル掘削後に実施するポストグラウト工  
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(a)通常の排水構造トンネル 
防水シート 覆工 
中央排水工 
完成時 
施工時 完成時 
地盤改良 防水シート 
覆工 
中央排水工 
地盤改良 
(c)地下水制御工法（排水型構造） 
施工時 
防水シート 
(b)ウォータータイトトンネル（非排水型構造） 
地盤改良 
覆工 
完成時 
図-1.2 ウォータータイトトンネルと地下水制御工法の概要図 
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法を地下水制御工法に適用し，ダムのコンソリデーショングラウト手法を導入
した施工法について，施工データに基づき有用性を評価した．  
3) ウォータータイト構造が適用できない高い地下水位下における地下水制御工法
のトンネル挙動を分析し，間隙水と応力・変形の連成解析による評価手法を提
案するとともに，高水頭下における地下水制御工法の適用性を検討した． 
本論文の構成は，図-1.3 に示すように 7 章からなる． 
第 1 章は序論であり，研究の背景や目的，構成を示す．  
第 2 章では，過去の文献を調査し，本研究に関連する研究や調査，報告書から得ら
れる知見をまとめる．山岳トンネルにおける一般的な地下水対策工について概要を整
理し，特に周辺環境への影響防止を目的とした止水工法について現状をまとめる．ま
た，止水工法のうちわが国で事例の少ないポストグラウト工法やウォータータイト構
造について既往の研究を調査し，設計手法や挙動評価手法について知見を得る．  
第 3 章では，地下水位低下に伴う周辺環境影響のうち，これまで知見の少ない岩盤
地山における地表面沈下挙動について分析し，そのメカニズムについて考察する．  
第 4 章では，地下水位低下に伴う地表面沈下を防止するため，地下水環境変化を抑
制する対策として地下水制御工法の設計・施工法を提案し，プレグラウト工法による
適用事例での計測結果の分析から，その効果について考察する．また，これらの挙動
を予測する手法として西垣らにより提案された浸透流解析を基本とする簡易な 3 次元
の地盤沈下解析手法の適用性について検証し，さらに，その適用のあり方についての
知見を論述する． 
第 5 章では，トンネル掘削後における地下水環境変化の抑制対策として，ダムで多
くの実績がある中央内挿法によるポストグラウトによる地下水位制御工法の設計・施
工法を提案し，適用事例での計測結果の分析から，その効果について考察する．  
第 6 章では，高水頭下における地下水制御工法の適用について，連成解析手法によ
る解析により評価を行い，地下水位回復後におけるトンネル挙動の分析から，評価手
法の適用性について知見を論述する．  
第 7 章では，結論として，各章のまとめ，結論をもとに総括的に考察し，山岳トン
ネルにおける地下水制御対策の適用と今後の課題について論述する． 
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図-1.3 本論文の構成 
第 2 章 山岳トンネルにおける地下水対策の既往研究  
・ 山岳トンネルにおける地下水対策の現状 
・ プレグラウト、ポストグラウトによる地下水対策の既往研究と知見 
・ 地下水対策に伴うトンネル挙動の既往研究と知見 
第 3 章 地下水位低下に伴う地表面沈下挙動の考察 
・ 岩盤地山でのトンネル掘削における地下水位変化と地表面沈下の挙動メ
カニズムの考察 
第 6 章 高水頭下における地下水制御工法の適用性 
・ 連成解析による高水頭下での挙動評価 
・ 地下水位回復に伴うトンネル挙動の分析  
第 4 章 プレグラウトによる地下水制御工法の評価 
・ プレグラウトによる地盤改良の設計・施工法と適用性 
・ 簡易な地盤沈下解析の適用性検討  
第 7 章 結論 
第 5 章 ポストグラウトによる地下水制御工法の評価 
・ ポストグラウトによる地盤改良の設計・施工法と適用性 
第 1 章 序論 
・ 研究の背景、目的および論文の構成  
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第 2 章 山岳トンネルの地下水対策に関する既往の研究と知見 
 
2.1 山岳トンネルにおける地下水対策の概要 
 山岳トンネルの掘削にあたり，湧水の多い場合には切羽の安定性が低下し掘削が困
難になることや，吹付コンクリートの付着不良，ロックボルトの定着不良，トンネル
の作業能率の低下等の問題が生ずる．また，断層や未固結岩における帯水層，節理や
亀裂等に含まれた裂か水により，高圧で多量の湧水が突然生ずることがあり，切羽の
崩壊や坑道の水没を引き起こし，作業員を危険にさらすのみならず，大幅な工期の遅
延と工費の増大をもたらすこととなる， 
 山岳トンネルにおける地下水対策としては，切羽に先行して水を抜くことにより地
下水位を低下させる排水工法と，地山を改良することにより透水性の低減を図る止水
工法がある．本節では，これらの地下水対策の概要について論述する．  
 
2.1.1 排水工法 
 古くからの一般的な対策工法として，水抜きボーリングや水抜き坑など重力を利用
して自然排水を図る重力排水工法が用いられている．また，土被りや地質条件によっ
ては，ディープウェルやウェルポイント等の井戸により揚水する強制排水工法がある． 
 
(1) 水抜きボーリング  
 水抜きボーリングには地山条件や目的により，一般的に長尺（L=200m~300m），中
尺（L=50m~200m），短尺（L=10m~50m）に分類される．長尺ボーリングは，前方の地
山について情報がなく地質調査を兼ねる場合や，地質変換点前方に高圧多量湧水が予
想される場合に用いられる．これに対し，帯水層範囲が限定される場合や，連続性に
乏しい場合は，中尺ボーリングが用いられる．短尺ボーリングは，切羽付近に帯水層
が存在する可能性がある場合や切羽付近の湧水量が減少しない場合に用いられるが，
切羽管理という点から湧水等の問題のあるトンネルでパターン化した作業として組み
入れられている場合も多い 1)． 
 図-2.1.1 は，中国電力新帝釈川発電所導水路トンネルにおける水抜きボーリングの
施工事例である．作業坑となる第 2 号坑口トンネルにおいて 2m3/min の突発湧水が発
生したため，調査ボーリングを行い，湧水が被圧した石灰岩内の地下水であると推定
された．このため，切羽前方の湧水排除と地下水圧低下を目的として，切羽手前側壁
部および切羽に L=9m～45m の水抜きボーリングを 4 本実施している． 
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図-2.1.1 水抜きボーリングの例（新帝釈川発電所導水路トンネル） 2) 
 
 上記の事例では調査ボーリングデータを参考に水みちを想定して削孔したが，十分
な減水効果が得られず，湧水が蜂の巣状の発達した開口割れ目（溶食空洞）内を選択
的に流れていることによるものと推定されている．このように，水抜きボーリングで
は，水みちを特定することが困難な場合があることに留意する必要がある．図-2.1.2
は，北陸新幹線新親不知トンネルにおいて，探りボーリングにより湧水経路を特定し
た事例であり，経路が特定できるまでの穿孔総延長は約 1,700m となっている．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.2 探りボーリング状況と湧水経路（新親不知トンネル） 3) 
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(2) 水抜き坑 
 断層破砕帯など，地下水が大量で水抜きボーリングだけでは効果的に排水できない
場合，水抜き坑を適用する場合がある．本坑に先行して導坑を掘進し，導坑自体によ
って自然排水を図る，あるいは導坑を水抜き工事のための作業坑として地下水の事前
低下を図るもので，予期せぬ切羽の出水事故に遭遇した後の対策として用いられてい
る例が多い． 
 大断面 TBM により本坑を掘進した飛騨トンネルでは，突発湧水に伴い切羽上部で
大規模な崩落が発生し，TBM 前方が崩落土砂で完全に覆われるとともにカッター回転
不能となった．最終的には，切羽湧水量 5.0m3/min を超過し，復旧のため実施した地
山改良の注入材がほとんど流出する状況となったことから，左右に水抜き坑を施工し，
湧水を水抜き坑に導いた後に地山改良を行う計画に変更している（図-2.1.3~4）．水抜
き坑施工により崩落部に集中した湧水は減少したものの，さらなる減水効果を得るた
めに，水抜き坑から TBM 前方に向けて水抜きボーリングを実施し，崩落部全域の改
良固結を完了している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.3 切羽崩落対策水抜き坑平面図（飛騨トンネル） 4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.4 切羽崩落対策水抜き坑断面図（飛騨トンネル） 4 
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 また，第二東名高速道路浜松トンネルでは，上下線間に存在する石灰岩中の地下空
洞（ぼら）に起因した突発湧水に対して，上下線間に水抜き横坑を掘削し，さらに横
坑内から水抜きボーリングを追加対策として実施している（図-2.1.5）. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.5 水抜き横坑一般図（浜松トンネル）5 
 
(3) 水抜きシールド導坑  
 水抜き坑は本坑の側方へ配置することが一般的であるが，都市部などで用地の制約
や水抜きの効果を限定したい場合に，シールド工法による水抜き坑の施工が行われて
いる． 
 北陸新幹線借宿トンネルは，地
下水位がトンネル天端+10m~20m
という高水位下での流砂現象を起
こしやすい未固結地山における
NATM 施工であり，切羽自立のた
めの地下水対策が必要であった．
長野オリンピックを控えての工期
的制約や，地表での施工制約を勘
案して，湧水に関係なく高い進行
を確保できる気泡シールド工法に
より，本坑断面直下に水抜き導坑
を施工する地下水位低下工法を採
用している（図-2.1.6~7）． 
 
図-2.1.6 水抜きシールド導坑標準断面図  
（借宿トンネル）6) 
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(4) ウェルポイント工法 
 ウェルポイント工法は，小口径(φ50~80mm)のスクリーンがついた集水パイプを地
下水面下に打ち込み，真空ポンプで強制排水する工法であり，施工が比較的簡単で切
羽に近接して設置や増設が可能である．一方，1 本当たりの揚水量が小さく水位低下
量が限られることから、ディープウェル工法などの他工法と併用される場合も多い．  
 
(5) ディープウェル工法 
 ディープウェル工法は，径 300~600mm 程度の深井戸を掘削し，ストレーナーを有
するパイプを挿入した孔内に水中ポンプを設置して地下水を排水する工法である．ウ
ェルポイント工法に比較して工費が高いが，揚水量が大きく，トンネル掘削に先駆け
て地表面から別途工事ができ、坑内での作業の競合が避けられることが利点として挙
げられる． 
 土被りが浅く未固結な砂層を掘削する北総開発鉄道栗山トンネルでは，切羽・天端
の自立性を確保するため，トンネル両端にディープウェルを設置し地下水位を S.L.付
近まで低下させ，それ以下についてはウェルポイントによりインバート掘削面下に水
位を下げる地下水対策を実施している（図-2.1.7）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.7 ディープウェルおよびウェルポイント配置断面図（栗山トンネル） 7)に加筆 
ディープウェル  
ウェルポイント  
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 ディープウェルの施工深さは一
般に 15~30m 程度の場合が多いが，
条件によっては深さ 50~150m の
大深度ディープウェルが適用され
る場合もある． 
 小田井トンネルは土被りが
2~23m と小さく，地下水位の高い
火山性の未固結堆積部の掘削にあ
たり，切羽安定対策の補助工法と
してディープウェルを採用した。
図-2.1.8 に示すような揚水試験の
結果から，上部帯水層および中位
帯水層では揚水量が小さく，透水
性が高く地下水低下効果が大きく
現れた下部透水層からの揚水が必
要と判断された．このため，トン
ネルの施工基面より約 40m 深い
全長 70m~80m の大深度ディープウェルをトンネル両側に設置し，揚水期間 2 か月で
トンネル上半部まで水位低下を図ることができている（図-2.1.9~10）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.9 大深度ディープウェル配置  
標準図（小田井トンネル）8) 
図-2.1.10 揚水による地下水位経時変化  
（小田井トンネル）8) 
図-2.1.8 揚水試験概要図（小田井トンネル）8) 
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2.1.2 止水工法 
 地下水対策として一般的な排水工法に対して，地下水位の低下や枯渇等に関して周
辺環境問題の制約を受ける場合や，地表面沈下を許容できない場合，海底トンネルの
ように湧水の供給が無限の場合は，湧水を抑制することを目的とした止水工法が用い
られる．止水工法には，切羽前方や周辺地山を改良し，地山の透水性を低下させるこ
とで止水を図る止水注入工と，トンネル側部に難透水性の壁を設け，周辺地山からの
地下水供給を遮断する遮水壁工がある．  
 
(1) 止水注入工 
 止水注入工は，セメントミルク等の懸濁材料や水ガラス系の薬液等を地山に注入す
ることで，地山の亀裂や空隙等の水みちを閉塞することにより湧水の抑制を図る工法
である．一般的な地上からの止水注入に比較して，坑内からの施工となる場合が多く，
大きな動水勾配の下での水平方向の施工となる． 
 止水注入工は，湧水対策とともに地山強度増加を期待する場合もあり，東北新幹線
金田一トンネルでは，破砕帯での湧水対策，切羽の自立，押し出し対策として図-2.1.12
に示すような上半部(120°および 180°)のみに厚さ 3m の止水注入工を実施している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.12 改良範囲（金田一トンネル）9) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.13 注入孔配置図（金田一トンネル）9) 
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 渚線において施工された金ヶ崎臨港トンネルでは，海水流入による掘削障害や塩害
による構造物劣化防止を目的として，厚さ 3m の止水注入を実施している．トンネル
インバート部の海水噴出のおそれのある起点側ではトンネル下半部周囲を改良範囲と
し，土砂部で透水性が高くトンネル断面がすべて海面下となる終点側では，トンネル
周囲の U 型範囲を地上から改良した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.14 注入区間縦断図（金ヶ崎臨港トンネル）10) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.15 注入区間の改良範囲区分（金ヶ崎臨港トンネル） 10) 
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海底トンネルや大きな湖沼，大規模河川の下を通過するトンネルでは，ほぼ無限に
水が供給されることや地上からの施工が困難なことから，トンネル内からの止水注入
が用いられることとなる．トンネルの大半が海底下となる志賀原子力発電所放水路ト
ンネルでは，図-2.1.19 に示すように坑内からトンネル周囲全面に止水注入を実施して
いる．なお，注入範囲は実績をもとに，トンネル掘削径(6m)の約 3 倍となる直径 20m
である． 
 
図-2.1.16 放水路トンネル縦断図（志賀原子力発電所） 11) 
図-2.1.17 放水路注入範囲縦断図（志賀原子力発電所） 11) 
図-2.1.18 水平坑標準注入パターン図（志賀原子力発電所） 11) 
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(2) 遮水壁工 
 遮水壁は地下連続壁工等により地下水流を遮断する工法であり，土被りが小さいト
ンネルのように地上から施工可能な場合に用いられる．  
 賎機トンネルでは，近接する安部川の伏流水による坑口付近の切羽安定が懸念され
たことから，泥水固化工法による W=600mm の遮水壁を構築している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.19 遮水壁配置平面図（賎機トンネル）12) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.1.20 遮水壁配置標準断面図（賎機トンネル）12) 
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2.2 周辺環境への影響防止を目的とした地下水対策 
 前節で山岳トンネルにおける地下水対策工の概要を示したが，これらは基本的に地
下水による切羽の安定対策や施工環境確保を目的としている．排水工法は周辺の地下
水位を低下させ渇水等の影響を及ぼすため，周辺環境への影響防止を目的とした場合
には，一般に止水工法が地下水対策として用いられるが，ここでは，これらの既存事
例を整理し，課題について考察する． 
 
2.2.1 遮水壁 
 国分川分水路トンネルは，粘性土層を含む二層の滞水細砂層を通過するため，地下
水対策が重要な課題となったが，上部に住宅が密集しており，地表面沈下を極力抑制
することが求められ，地下水位低下に伴う圧密沈下対策が必要となった．このため，
浅層の Ds1 層においてはトンネルの両側に遮水壁を構築し，坑内の地下水を水抜きボ
ーリングで排水することで，周囲の地下水低下による井戸枯れ防止を図っている．ま
た，深層の Ds2 層については，ディープウェルで排水を行い，地下水位低下に伴う圧
密沈下を広範囲に及ぼさないように，圧密層が分布する地域を中心として 13 本のリチ
ャージウェル及び周辺の井戸等に復水させている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.2 浅層(Ds1)地下水対策 
（国分川トンネル）13) 
図-2.2.3 深層(Ds2)地下水対策  
（国分川トンネル）13) 
図-2.2.1 地質縦断図（国分川トンネル）13) 
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 南流山トンネルでは，流砂が発生しやすい地
山において，切羽安定対策として地下水位低下
が必要となったが，地下水位低下により沖積層
が分布する周辺地山が大きく沈下することが予
想され，隣接する電鉄線や民家に影響を及ぼす
ことが懸念された．このため，施工時にはトン
ネル両側に遮水壁を設け，トンネル底板部には
薬液注入による難透水領域を設けることで，限
定的に地下水位を低下させる対策がとられてい
る．  
 
 
 
 
第二京阪道路小路トンネルでは，地下水位の高い大阪層群でのトンネル掘削にあた
り，地下水位低下による軟弱層での地盤沈下による民家への影響が懸念されたため，
トンネル周辺部を地中連続壁により囲み，トンネル内に流入する地下水を遮水する対
策を採用している．また，地中連続壁による地下水流動阻害に対しては，下流側への
リチャージ工法による対策を行っている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.5 地中連続壁による遮水壁工（小路トンネル） 15) 
  
これらの事例から，周辺環境を考慮した地下水対策として遮水壁工が適用されるの
は，低土被りのトンネルにおいて地下水低下による地表面沈下が課題となる場合であ
ることが分かる．未固結地山での帯水層を対象としており，地上から施工ができる場
合において有効な対策であると考えられる．  
図-2.2.4 遮水壁と底盤注入対策  
   （南流山トンネル）14) 
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2.2.2 止水注入工 
 止水注入工のみで周辺環境を考慮した地下
水対策を行った事例として，下塩原第二トン
ネルでは，湧水の増加に伴い近接する温泉施
設での湯量が減少する事態が発生したことか
ら，その原因となる地下水脈を特定し，トン
ネル下半部での部分的な止水注入工により湧
水抑制を図っている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.7 温泉湯量減少の原因想定図（下塩原第二トンネル） 16) 
  
 
また、九州新幹線薩摩田上トンネルでは，
シラス盛土が流水により侵食されることで
地上の住宅地に地表面沈下の影響が及ぶお
それがあることから、湧水が想定されるト
ンネル上半部をセミシールドパイプルーフ
から止水注入している． 
 
 
 
 
図-2.2.6 止水注入工の概念図  
   （下塩原第二トンネル）16) 
図-2.2.8 止水注入工断面図  
（薩摩田上トンネル）17) 
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図-2.2.9 地質および補助工法縦断図（薩摩田上トンネル）17) 
 
 
 北陸新幹線歌トンネルでは，断層破砕帯
での大量湧水が予想され，住人が水源とし
て利用している地上の水上谷川における渇
水が懸念されたため，トンネル内に水を引
き込まないよう，注入による止水領域を造
成している．注入領域は切羽安定補助工の
AGF鋼管により天端～側部としている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.11 地質縦断および対策位置図（歌トンネル）18) 
図-2.2.10 止水注入工断面図  
（歌トンネル）18) 
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 止水注入工のみによる地下水対策工の事例では，地質的脆弱部や地下水の水みちに
改良領域を限定して適用されていることがわかる．いずれも施工時におけるトンネル
内への地下水流入に伴う周辺影響について，定性的に要因を特定し対処しており，地
下水挙動や地山挙動を踏まえた改良仕様等の定量的な評価は行われていない， 
 
 
2.2.3 ウォータータイト構造 
 トンネル完成後においても坑内への地下水流入を防止し，恒久的に周辺地下水環境
の変化を抑制する工法として，近年ではウォータータイト構造（非排水構造）が適用
される場合が増加している． 
 
a. 施工中に排水を許容する事例 
大万木トンネルでは，低土被り区間の地表部に河川水を利用した約80万m2の水田が
広がっており，河川流量の低下は営農活動に大きく影響する問題であり，また当該地
区では井戸・湧水を利用していることから，地下水位の低下により井戸水が枯渇すれ
ば付近住民への影響が大きい．このため，トンネル掘削による水位への影響解析結果
を踏まえて，影響区間をウォータータイト構造とした（図-2.2.12）． 
ウォータータイト構造の非排水トンネルでは，土圧に加えて水圧が作用することか
ら，予想される水圧に耐える断面形状，覆工構造規模を骨組構造解析により検討した．
通常の馬蹄形のトンネルに対して構造的に優位な真円に近づけていくことにより大き
な水圧にも耐えうる合理的な構造となり，大万木トンネルでは真円に近い構造を選定
している（図-2.2.13）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.12 地質平面・縦断図および対策位置図（大万木トンネル） 19) 
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図-2.2.13 ウォータータイト構造の最適構造比較図（大万木トンネル） 19) 
 
 
 新名神高速道路（大阪府域）におけるトンネル群は，貴重な自然林が多く残されて
いる北摂地域を通過するため，優れた自然の風景地の保護および利用の増進を求めら
れており、トンネル施工前後における地下水流動をマクロ的に予測し，利水への影響
が想定される注意箇所の抽出，対策の検討を行っている．  
このうち，箕面トンネルにおいては，勝尾寺交差区間が河川水や表層近くの地下水
をトンネルに引き込むことが予想されること，また特に注意すべき保全対象として下
流域に多くの水田を抱えていることから，掘削時には排水するものの，完成後のトン
ネル構造は非排水構造を採用することで，完成時に地下水位の回復を図ることとした．
施工中の河川水対策としては，トンネル掘削により河川流量に影響の可能性がある河
川区間に管路などを設置し，河川水を一時的に切り廻しバイパスさせるとともに，万
が一影響が発生した場合に備え，トンネル湧水を河川へ返水するための設備を事前に
設置している．また，ウォータータイト構造の技術的適用限界が水圧1MPa(水位100m
に相当)であることから，河川への影響対策の面から望ましい全区間(600m)でなく，最
大水圧が1MPaまでの範囲(400m)までを対策区間としている．  
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図-2.2.14 地下水位低下影響想定範囲図（箕面トンネル）20),21) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.14 ウォータータイト区間平面図（箕面トンネル） 22) 
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図-2.2.15 ウォータータイト区間断面図（箕面トンネル） 22) 
 
 
b. 施工中に排水を許容しない事例 
高尾山トンネルは全線「明治の盛高尾特定公園」内に位置しており，南側坑口より
約270m地点では，土被り約20mで「前の沢」と交差する．前の沢の上流には高尾山薬
王院の修験場になっている「琵琶滝」があり，トンネル施工中および完成後の前の沢
の表流水をはじめとする水環境や植生環境の保全が重要な課題であった．このため，
前の沢交差部周辺においては，トンネル内への水の引き込みにより他流域へ水が流出
しないよう，この周辺を十分カバーする区間（上下線各500m）をウォータータイト構
造とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.16 ウォータータイト構造区間の概要図（高尾山トンネル）23) 
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また，施工にあたっては，トン
ネル掘削時にトンネル内に流入す
る湧水を抑制するため，先行して
泥水加圧式岩盤シールドにて先進
導坑を構築し，導坑内からトンネ
ル周辺5mの範囲の地山に止水注
入を行い，注入後はNATMにより
断面を拡幅している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.18 ウォータータイト構造区間の施工方法（高尾山トンネル）23) 
図-2.2.17 ウォータータイト構造  
断面図（高尾山トンネル）23) 
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 高尾山トンネルと同様に，八王子城跡トンネルにおいても史跡にとって重要な井戸
や滝の保全を目的に，トンネル周辺を事前に注入する止水工法や完成後のウォーター
タイト構造による地下水対策が実施されている．施工法としては，延長の長い城山川
部は高尾山トンネルと同様に先進導坑からの注入方式であるが，施工延長の短い滝ノ
沢部では切羽前方注入方式で施工している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.19 ウォータータイト構造区間と止水構造図（八王子城跡トンネル）24) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.20 滝ノ沢部における切羽前方注入方式（八王子城跡トンネル）24) 
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 夕張山地山麓の扇状地を通過する北の峰トンネルは，水資源が豊富な周辺影響に配
慮した施工が求められており，トンネル施工による地下水への影響を評価し、影響を
極力抑える対策工法として、止水注入工やウォータータイト構造を採用した設計を行
っている。 
注入範囲はトンネル外壁から5mの範囲としたモデルで注入範囲を変えた複数のケ
ースでの解析結果を踏まえ，地下水位低下範囲や河川流量の減少率から止水注入区間
を設定し，地上から止水注入工を実施した．また，ウォータータイト構造形状につい
ては，4つの断面形状について比較検討し，掘削と覆工コンクリートの経済バランスか
ら円形形状（部材厚t=500mm）を採用している(表-2.2.1)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.21 地質縦断図と対策区間（北の峰トンネル）25) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2.23 止水注入工の概念図  
（北の峰トンネル）25) 
図-2.2.22 止水注入区間縦断図  
（北の峰トンネル）25) 
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表-2.2.1 ウォータータイト構造形状の比較表（北の峰トンネル）26) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の事例から，トンネル掘削に伴う広範囲な地下水位低下の影響を考慮する場合
は，湧水区間に対してウォータータイト構造を採用し，極力地下水環境の変化が生じ
ないように対策が図られていることが分かる．  
 一方，箕面トンネルのように施工中は河川水の切り廻しにより対処する例もあるが，
広範囲の地下水影響を施工中も抑制するためには，仮設として止水注入による対策を
併せて講じる場合が多く，経済性や工程に対して大きな課題となる．また，止水領域
の設定については従来の事例を参考として5m程度としており，要求止水性能や力学的
挙動評価に基づいた仕様決定に至っていない． 
さらに，ウォータータイト構造の技術的適用区間が1MPa程度までであることから，
土被りが大きく地下水位が高いトンネルには適用できないこと，覆工形状が真円に近
い形状となるため掘削施工性に劣ることなどが、ウォータータイト構造の課題として
挙げられる．箕面トンネルでの事例のように，100mを超える大きな水頭下の条件にお
いては，地下水対策のみによる対応を断念せざるを得ず，トンネル内湧水の返水等の
措置を講じねばならない場合もある． 
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2.3 ポストグラウト工法による止水注入  
 山岳トンネルにおける周辺影響環境を考慮した地下水対策工として，止水注入工が
適用される場合，トンネル掘削前に止水注入を施工するプレグラウト工法が一般的で
ある．一方，我が国の複雑な地質構造や地盤の非均質性により，山岳トンネル工事に
おいては，施工中に事前の調査では想定できないトラブルに遭遇する場合が多い．こ
のような場合は，トンネル掘削後に止水注入を行う必要があり，ここではポストグラ
ウト工法に関する事例を整理し，現状の課題について論述する．  
 
2.3.1 山岳トンネル 
 第二東名高速道路金谷トンネルでは，脆弱地山部での本坑掘削において特に湧水が
多かった区間（約300m）に対して，坑内流水量を抑制するため，ポストグラウトによ
りトンネル外周に難透水層を形成する湧水低減工を実施した．改良厚さは他工事の施
工実績から7ｍと設定し，削孔ピッチ6.0mで2ブームホイールジャンボにより施工して
いる．セメント系の注入材を用いてすべての一次注入孔に対してルジオン（Lu）試験
を行い，目標値(2.0Lu以下)を満足するまで追加孔により注入を繰り返した． 
 
図-2.3.1 地質縦断図（金谷トンネル）27) 
図-2.3.2 止水注入孔施工概要図（金谷トンネル）27) 
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2.3.2 岩盤貯槽空洞 
 倉敷国家石油ガス備蓄基地では，水封式岩盤貯槽空洞の掘削に際して，施工途上か
らの安定した地下水圧の確保と湧水量の抑制が求められるため，過大湧水箇所に対す
る止水対策工（プレグラウト／ポストグラウト）が重要なファクターとなった．止水
対策はプレグラウトを主とし，基本的に，掘削対象領域の周辺地山に対して掘削前に
プレグラウトを施し，改良目標値を達成した後に掘削に移行するというプレグラウト
と掘削の交互施工を繰り返した．その際に，掘削後には湧水量を測定し，その湧水量
があらかじめ設定した基準値を超えた場合，壁面から背面地山に対してポストグラウ
トを実施している27),28)． 
 ポストグラウトの実施にあたっては，掘削やプレグラウトの改良値等を参考に，改
良効果が高まるよう孔配置の工夫や，土平を残してカバーロックの確保を図っている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3.5 プレグラウト孔配置図（倉敷石油ガス国家備蓄基地）29) 
図-2.3.3 貯槽空洞と周辺トンネル俯瞰図  
（倉敷石油ガス国家備蓄基地）28) 
図-2.3.4 グラウト施工手順と孔配置図  
（倉敷石油ガス国家備蓄基地）28) 
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図-2.3.6 地質性状に応じたアーチ部の孔配置図（倉敷石油ガス国家備蓄基地）28) 
 
 
2.3.3 瑞浪超深地層研究所研究坑道 
 瑞浪超深地層研究所では，湧水処理の低減と安全な施工の観点から研究坑道の施工
対策技術としての湧水抑制対策技術に関する検討が行われており，深度500m 研究ア
クセス南坑道においてポストグラウトの試験施工が実施されている．  
先行して実施されたプレグラウチングの外側に，ポストグラウトを施工し，目標とす
る湧水抑制効果が得られたことが示されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3.7 深度 500m の研究アクセス南坑道（瑞浪超深地層研究所）30) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3.8 ポストグラウチングの配置図（瑞浪超深地層研究所）31) 
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図-2.3.9 各リングにおけるチェック孔の平均ルジオン値（瑞浪超深地層研究所）31) 
 
 
以上の事例で示したように，一般の山岳トンネル工事において掘削後にポストグラ
ウトを適用した事例は極めて少ない．また，高い止水性が求められる岩盤空洞貯留施
設や地層処分施設では先行して実施するプレグラウトによる止水注入の補助としてポ
ストグラウトが用いられている．これは，高水圧下あるいは微小亀裂に対して十分な
カバーロックが確保できない場合は，高圧注入が困難なことから，改良効果や施工性
の面で技術的課題が多いことによるものと考えられる．  
このため，瑞浪超深地層研究所ではポストグラウチングのみの実施では技術的課題
が多く残るため、微小亀裂を効率良く改良して湧水を抑制するために、プレグラウト
からポストグラウトの一連の流れに沿った施工試験を進めることとしている29)． 
 一方，ポストグラウトでは改良後の湧水量やルジオン値を指標としたグラウト評価
が可能であり，地下水対策の要求性能に応じた止水注入工を施工することができる．
地質や湧水状況を踏まえた効果的な孔配置や改良域を設けることで，一定の止水性能
に制御したい場合には，合理的な施工法となる可能性がある．  
 また，地下水位が高い条件においてポストグラウトを実施する場合は，施工中の地
下水位回復による影響について知見が少なく，この挙動を定量的に評価する手法が求
められる． 
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2.4 地下水対策に伴うトンネルの力学的挙動の評価 
 山岳トンネルにおいて通常の排水型構造の場合，周辺の地下水はトンネルの中央排
水溝から排水され，トンネルには土圧のみの作用を考慮する．これに対し，ウォータ
ータイト構造の非排水型トンネルでは，周辺の地下水位が保持されるため，トンネル
には土圧に加えて水圧の作用を考慮する．   
 一方，止水注入工により湧水を抑制し，トンネル周辺地山を止水構造とする場合に
おいては，トンネル構造に対する土圧と水圧を考慮した設計手法が確立されておらず，
注入範囲については現場ごとに検討されており，トンネル掘削によるゆるみ範囲や過
去の施工事例等からトンネルの周囲3～10mの範囲に設定されるケースが多い32)． 
 ここでは，地下水対策に伴うトンネルの力学的挙動の評価について，ウォータータ
イト構造による対策の場合と止水注入工による対策の場合の知見を整理し，その現状
と課題について考察する． 
 
2.4.1 ウォータータイト構造 
 一般的な山岳トンネルの覆工は，地山の挙動が安定してから施工を行うことが原則
であり，この場合は基本的に覆工に力学的機能は付加させない．一方，ウォータータ
イト構造のトンネルでは，回復した水位が静水圧として覆工に作用することから，基
本的にRC構造物として骨組構造解析等を行い，許容応力度法による断面力照査が実施
されている場合が多
い． 
 圏央道恩方トンネ
ルでは，水圧に耐え
るウォータータイト
構造の覆工を決定す
るため，表 -2.4.1に
示す荷重条件に対し
て断面形状を変えた
パラメータスタディ
ーを行っている．  
 
 
 
 
 
表-2.4.1 荷重ケース（恩方トンネル）33) 
 第 2 章 山岳トンネルの地下水対策に関する既往の研究と知見  
36 
 
覆工コンクリート構造について3断面の形状において施工性，安全性，品質，工費
等の比較検討を行い，最もバランスのとれた断面②を選定している（図-2.4.1）． 
 
 
表-2.4.2 比較断面形状一覧（恩方トンネル）33) 
 
 
 
 
表-2.4.3 覆工構造の解析結果一覧（恩方トンネル）33) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.1 ウォータータイト構造の断面形状比較結果（恩方トンネル）33) 
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上記の例で分かるように，ウォータ
ータイト構造の断面形状は，トンネル
全周に作用する水圧の大きさにより，
インバート半径が大きな標準断面では
隅角部で曲げモーメントが増大するた
め，断面形状をより円形に近づけるこ
とで，覆工厚さを薄くすることができ
る．一方，断面形状を円形に近づける
ことで施工性の悪化や掘削断面の増大
が課題となり，特に，道路トンネルで
は，地下鉄や導水路に比べて掘削断面
積が比較的大きくなる傾向にあるため，
トンネル掘削断面形状が建設コストに
与える影響は小さくない． 
 砂金らは，ウォータータイト構造の
設計事例について分析し，各設計水圧
に対して設計された典型的なウォータ
ータイト構造トンネルの形状を図
-2.4.2のように示している34)． 
 道路トンネルにおいて設計された覆
工構造と断面縦横比の関係は図-2.4.2
のように示され，設計実績からは，断
面縦横比0.8未満の標準形断面で設計
されたトンネルでは，設計水頭の最大
は20m程度である．これに対し，設計
水頭が50mに達する所では，トンネル
形状は完全な円形となり，その中間の
設計水頭では，断面縦横比を一つのパ
ラメーターとして経済的な設計を試み
ていることが分かる． 
また，より高強度なコンクリートの採用や覆工部材厚を増すことで，より高い設計
水頭に対して許容応力を満たす設計が行われているが，2.2.2(3)の箕面トンネルの事例
21)で述べたように，ウォータータイト構造の技術的適用限界とされる水圧は1MPa(水
位100m相当)程度であり，これを超える高い地下水位の場合に適用が困難である． 
図-2.4.3 設計水頭と設計断面  
の関係 34) 
図-2.4.2 ウォータータイト構造の  
設計断面 34) 
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2.4.2 止水注入工による排水構造 
2.4.2.1 注入領域の安定性 
(1) 青函トンネル 
 地下水対策として止水注入工を実施したトンネルにおいて土圧と水圧に対する力学
的挙動を示した事例として，青函トンネルが挙げられる．青函トンネルは海水面下
240m（最大水深140m，最小土被り100m）の海底トンネルであり，無限の供給力を持
つ湧水の処理が課題となった． ウォータータイト構造で完全止水した場合は，水頭
240mの水圧がトンネルにまともに加わることとなり，内空半径2.5mのコンクリート円
筒で計算を行うと，覆工巻厚を2mとしてもコンクリートには7N/mm2もの応力が加わ
ることになり，安全性，経済性の面から現実的でないと判断された．このため，トン
ネル周辺の地山を改良して止水ゾーンを形成し，水圧に対しては地盤改良されたゾー
ンで抵抗させ，覆工には直接水圧を作用させないこととしている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.4 縦断面図（青函トンネル）35) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.5 注入概念図（青函トンネル）35) 
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a. 注入範囲の目安 
 注入範囲を決めるために参考とした計算として，注入領域を図-2.4.6のように一様
弾性体の厚肉円筒として扱い，下式により注入領域と支保圧力の関係を推察している． 
 
Pa = −c ∙ cotφ +
(𝑃𝑅 + 𝑐 ∙ 𝑐𝑜𝑡𝜑)(1 − 𝑠𝑖𝑛𝜑)
1 − (𝑎 𝑅⁄ )2 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜑  
  
ここに，Pa：支保圧力，ｃ：粘着力，φ：内部摩擦角，PR：注入領域外圧，a：掘削半
径，R：注入領域半径である． 
 上式によれば，注入領域とトンネル径の比(R/a)が大きくなれば，支保圧力Paは小さ
くなることが分かる．図 -2.4.7は破砕帯部を想定して注入領域の岩盤強度を
10kg/cm2(c=2.9kg/cm2，φ=30°)として，Paと(R/a)の関係を示したものである．これ
によれば，注入領域Rはむやみに大きくしてもあまり意味がなく，(R/a)＝2～3程度が
実用的目安とされた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b. 水圧変化に伴う周辺地山挙動 
 土圧試験坑において水抜き孔を開閉することにより，水圧の変化がトンネル周辺地
山の力学挙動にどのような影響を与えるかを調査している。水抜き孔を解放（排水）
した状態でトンネルを掘削した後，水抜き孔を閉塞（非排水）することで，支保工に
図-2.4.6 注入領域の厚肉円筒モデル 36) 
図-2.4.7 注入半径と内空半径との比と  
安定に必要な支保圧力の関係 36) 
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作用する土圧が増大して，トンネル半径が減少する方向の変位がみられた．足立ら36)37)
は，図-2.4.8に示すような水抜き孔の開閉によるトンネル周辺地山の力学挙動の機構
解明と注入域の適正規模を推定するために，トンネル周辺地山が有効応力によって表
されるMohr-Coulomb型の弾塑性材料と仮定し，図-2.4.9に示すような軸対称厚肉円筒
問題として検討を行っている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.4.10は，トンネル変位と注
入域半径の関係を支保工反力(Pa)
と粘着力 (c)をパラメーターとし
て示したものであるが，粘着力が
大きいほど，または支保工反力が
大きいほど必要となる注入域が小
さくなることを示している． 
 また，解析解は示していないが，
力学的に望ましい注入域の形状と
して，ドーナツ形状が望ましいと
している．これは，図-2.4.11に示
すような同一の注入半径ρg2の場
合でも，ドーナツ型の注入域の場
合 (ρ g1≠ａ )の方が注入域内部で
の水圧が小さく，有効応力が大き
くなり地山の強度を十分発揮でき
るという理由からであり，注入領域について合理的な形状の考え方示唆している． 
  
図-2.4.8 検討問題の概要 37) 図-2.4.9 解析する境界値問題  
と境界条件 38) 
図-2.4.10 トンネル変位と注入域  
半径の関係 37) 
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なお，土圧試験坑で計測された地下水環境の変化によるトンネルの変位挙動は試験
坑22m付近の破砕部で観測されたものであり，試験坑11m付近の堅岩部では水抜き孔の
閉塞によって支保工に作用する圧力に変化は生じていない．両者の覆工作用圧力の検
討モデルに用いられた地山特性を表-2.4. 4に示すが，このような挙動の相違は，地山
強度に加え変形特性を踏まえた評価が必要であることを示唆している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)地芳トンネル 
 四国西南部の愛媛，高知両県にまたがって，
四国カルストの直下を貫く地芳トンネルでは，
高圧湧水が作用する地質脆弱部に対し，迂回坑
における円形特殊断面の採用と補助工法を用い
た止水注入域の設計を行なっている．湧水圧が
2.0MPaと非常に高く，しかも多量で地下水位が
低下しないことから，海底トンネルと同様に考
え，「青函トンネル」の手法に従い注入範囲の検
討を行った． 
 解析の結果，DⅠ級(C=0.4～0.5MPa)の地山で
は，半径の3倍(3R)程度の注入域を設ければ安定
な状態で掘削できるが，ＤⅡ級(C=0.2MPa)の地
山では，半径の5倍（5R）以上の注入域を設け
ても，安定した状態での掘削が出来ない結果と
図-2.4.11 注入形状と間隙水圧 37) 
項目 破砕部 堅岩部
粘着力
ｃ（MPa)
0.1 0.3
内部摩擦角
φ（°)
30 40
変形係数
E（MPa)
300 3000
表-2.4.4 地山特性 38)を加筆修正 
図-2.4.12 注入域の検討モデル  
（地芳トンネル）39) 
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なった．半径の5倍の注入域というのは現実的でないことから，トンネル外周にAGF
鋼管で支持された連続した改良体を構築し、そこに発生する支保工反力を考慮するこ
とで，必要注入域を4Rまで縮小している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.14 DⅡ級地山止水注入図（地芳トンネル）40) 
 
 
 
 
 
図-2.4.13 注入域の検討モデル（地芳トンネル）40) 
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2.4.2.2 土と水の連成解析 
 西藤らは，青函トンネルの健全性評価を行うため，湧水量の減少量をもとに，周辺
地盤の透水性低下をモデル化し，Biotの圧密方程式と完全弾塑性体の応力ひずみ関係
式をもとに定式化した土－水連成有限要素解析により，トンネルの力学的挙動をシミ
ュレーションしている41)． 
例えば，図-2.4.15に示す解析モデルにおいて，図-2.4.16,17のような注入域の一部
における透水性低下状態を解析し，以下のような定量的な評価を得ることができてい
る． 
a) 透水性の低下に伴い覆工周辺の間隙水圧は上昇するが，透水性低下がある程度ま
で広がると，透水性が低下する領域で間
隙水圧はあまり変化しない．  
b) 間隙水圧が増加しているときは，有効応
力の減少により塑性領域が広がる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-2.4.17 解析の流れ 41) 
図-2.4.15 解析モデル 41) 図-2.4.16 注入域の一部における  
           透水性低下領域の拡大 41) 
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 このような，地盤と地下水の相互挙動を有限要素解析により評価する連成解析手法
は，近年の止水工法による地下水対策で用いられる事例がある．  
 北の峰トンネルでも，止水注入区間でのトンネル掘削時の安定評価において，地下
水挙動がトンネル安定性の力学挙動に影響すると考え，土水連成弾塑性FEM 
解析を用いて，地下水挙動・力学挙動を考慮した支保検討を行っている42)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.20 止水注入領域を考慮した連成回帰のステップ 42) 
図-2.4.18 水平方向の  
     間隙水圧分布 41) 
図-2.4.19 塑性領域の拡大の様子 41) 
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 倉敷国家石油ガス備蓄基地においては，高い水圧条件下での空洞掘削となることか
ら，有効応力が減少して岩盤が塑性化しやすくなるリスク（図-2.4.21）を評価するた
めに，空洞掘削時の挙動予測解析に有効応力解析(連成解析)を採用している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4.21 全応力解析と有効応力解析の比較 43) 
            （左：応力円のイメージ 右：局所安全率分布図）  
 
 また，貯槽掘削後に水封トンネ
ルの圧力水頭を125mまで上昇さ
せる水封上昇時においても，間隙
水圧の変動と，それに伴う岩盤変
位やロックボルト軸力等の挙動を
全応力解析と浸透流解析では予測
することが困難なため，間隙水圧
の変動による岩盤の応力・変形を考慮
できる水－応力連成解析を解析手法に
取り入れている．計測値と連成解析値
の比較を表 -2.4.5，図 -2.4.22に示す．
間隙水圧分布はほぼ一致しており，内
空変位とロックボルト軸力は増分が小
さいため詳細な比較はできないが，連
成解析により水封昇圧時の挙動をほぼ
再現できたとしている． 
 
 
 
表-2.4.5 水封昇圧による最大増分値の比較 44) 
図-2.4.22 水封昇圧時の解析結果 44) 
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2.5 まとめ 
 本章では，山岳トンネルにおける地下水対策工について概要を整理し，特に周辺環
境への影響防止を目的とした地下水対策工について，現状と課題を分析した．また，
研究課題として取り組む地下水制御工法の設計・施工手法に関係する，ポストグラウ
ト工法や地下水対策に伴うトンネルの力学的挙動評価の考えについて既往の知見を整
理し，その課題と提案手法への適用性について考察した．これらをまとめると以下の
とおりである． 
1) 周辺環境を考慮しない場合，地下水対策としては，断層破砕帯など湧水が多く脆
弱な地山における予期せぬ出水事故の事後対策として，一般に水抜きボーリング
や水抜き坑が用いられる場合が多い．また，都市トンネルのように土被りが小さ
い未固結地山においては，ディープウェルやウェルポイントが用いられる．これ
に対し，止水注入工は地山強度増加を期待する場合や，海底トンネルのように湧
水の供給が無限にある場合に適用されている．  
2) 周辺環境を考慮した地下水対策としては，遮水壁工と止水注入工が適用されてい
る．低土被りトンネルにおける地下水位低下に伴う地表面沈下に対しては遮水壁
が適用される場合が多いが，地表から施工できる環境であることが必要である．  
3) 周辺環境を考慮した地下水対策として止水注入工を適用する場合，水みちが限定
された場合を除き，トンネル構造として非排水型のウォータータイト構造を併用
する場合が多い．ウォータータイト構造は覆工を剛なRC構造とするとともに，掘
削形状を真円に近づける必要があるため，施工性や工期，経済性の面で課題があ
る．また，耐水圧の構造的限界から100mを超える高水頭での適用が困難である．  
4) 止水注入工における改良仕様については，青函トンネル等の実績を踏襲して設定
する場合が多く，要求される遮水機能や地山特性を踏まえた定量的評価手法に関
する知見が少ない．  
5) ポストグラウト工は，高圧注入等の施工性の課題から，高い止水性が求められる
場合にプレグラウト工の補助として適用されている．一方，改良後の湧水量やル
ジオン値を指標としたグラウト評価が可能であり，地下水対策の要求性能に応じ
た止水注入工を施工することができることから，一定の止水性能に制御したい場
合には，合理的な施工法となる可能性がある．  
6) 止水注入工による地下水環境変化を考慮した力学的挙動評価手法として，青函ト
ンネルにおける厚肉円筒モデルがあるが，問題を簡略化して定性的な解釈を提示
するもので，その後も定量的な分析を示した知見がない．一方，近年では土－水
連成解析手法により地下水と地山の相互挙動を評価する試みが行われており，山
岳トンネルでの止水注入による地下水制御工法の評価手法への適用が考えられる． 
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第 3 章 地下水位低下に伴う地表面沈下挙動の考察  
 
3.1 はじめに 
 山岳トンネル工事における地下水位低下に伴い発生する周辺影響の一つとして，地
表面沈下の問題がある．  
山岳トンネルにおける地表面沈下の主な要因としては，掘削による地中応力の解放
と地下水位変化による土中の含水量の変化・間隙水の変化が挙げられている．このう
ち前者の要因による地表面沈下事例については多くの事例が報告されており 1), 2), 3)，
理論解析や模型実験による沈下挙動の解明や補助工法による抑制効果の研究が進んで
いる． 
一方，後者の地下水位変化に伴う沈下については，圧縮性の高い軟弱地盤における
有効応力の変化に伴う圧縮・圧密沈下現象を想定している．わが国の山岳トンネルに
おいて未固結層を対象とした事例はあるが，岩盤地山においてこのような沈下挙動に
ついて詳細に報告された事例は少ない．  
第 3 章では，直上にインフラ施設を有する山岳トンネル工事において遭遇した，マ
サ化した閃緑岩での地下水位低下に伴う地表面沈下が生じる課題について，地下水位
変動と地表面沈下量の計測を行い，掘削に伴う両者の関係を観測した結果を分析する．
さらに，施工データから山岳トンネルにおける地下水位低下による地表面沈下発生の
メカニズムについて考察する． 
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3.2 対象とする沈下挙動事例 
A トンネルは掘削断面積 82～104m2，延長約 1km の上下線 2 本の道路トンネルで，
インフラ施設直下を最大土被り 45m で掘削する工事である．トンネルに分布する地質
は，図-3.2.1 に示すように，花崗岩，閃緑岩などの基盤岩の上位に土石流堆積物など
の未固結層が分布する．岩質は一般的な岩盤等級に準じ，DL～DM 級岩盤，DH 級岩
盤，CL 級岩盤，CM 級岩盤に区分できる．トンネル切羽や上位に分布する基盤岩は強
風化を被ることで，マサ化，一部粘土化（ここでは花崗岩マサ及び閃緑岩マサと称す
る）しており，インフラ施設直下では主に閃緑岩マサが分布する．また，地下水位は
トンネル天端 25m~30m 上方の土石流堆積物と基盤岩の境界付近に位置している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.1 地質縦断図と地表面沈下量（下り線）  
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図-3.2.1に花崗岩と閃緑岩の地質境界付近における地表面沈下量を示すが，閃緑岩
マサ区間において100mmを超えるような大きな地表面沈下が発生した．切羽（鏡面）
の補強を行うことで坑内変位を抑制し，トンネル掘削に伴う地中応力解放による影響
の低減を図ったものの，切羽前方での先行変位が大きく，地表面沈下量に対する抑制
効果は小さかった． 
一方，トンネル掘削時には切羽の安定性を確保することを目的として，断続的に水
抜き先進ボーリングを切羽先端部において実施していた．図-3.2.2に示すように地下
水低下に伴いトンネル掘削の影響を受けていない前方での地表面沈下が生じているこ
とが分かり，地下水位変化に伴う地表面沈下への影響が大きいことが示唆された．  
このため，切羽前方地山全体を補強する補助工法や早期インバート閉合による変位
抑制に加え，地下水低下に伴う地表面沈下対策が課題となった．なお，地表面沈下量
に対するインフラ施設の管理として，事前補強や部材交換などの対応が可能である目
標値(50mm)が設定された．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.2 地下水位低下に伴う地表面沈下分布図（単位：mm）  
 
 
3.3 地下水位変化と地表面沈下の挙動  
 図-3.3.1はトンネル切羽前方の地下水位分布を示したものであるが，掘削施工に伴
い切羽到達位置では地下水位がトンネル高さまで最大30m程度低下し，切羽前方100m
程度までその影響が及んでいる．また，トンネル掘削の進行に伴う地下水位低下およ
び地表面沈下挙動を示す例として，花崗岩区間（下り線距離程TD114m位置）におけ
る計測結果を図-3.3.2に示す．トンネル切羽が到達する100m前方から地下水位が低下
し，これに伴い地表面沈下が生じていることが分かる．トンネル切羽が近づくに伴い
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両者は同様な増加傾向を示すが，切羽離れが-1D (D=12m)以内になると地下水位はト
ンネル底部まで低下して一定水位となる．これに対し，地表面沈下はさらに増加して
おり，掘削による応力解放の影響が大きくなっていると考えることができる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このような地下水位低下と地表面沈下の挙動について，地表面沈下に掘削応力解放
の影響が及ばないと考えられる切羽到達前3Dまで4)の両者の関係を図-3.3.3に示す．両
者には明確な相関がみられ，トンネル掘削に伴う地下水位低下が地表面沈下の要因の
ひとつであることが分かる．また，地質により両者の関係は異なり，花崗岩に比較し
て閃緑岩の方が地下水位低下による地表面沈下量が大きく，当該事例において地表面
沈下が急増した要因であると考えることができる．  
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図-3.3.3 切羽到達 3D までの地下水位低下量と地表面沈下量の関係  
 
 
3.4 マサ化した岩盤の物理特性と開口割れ目  
(1) 物理特性 
当該地盤の物理特性として，湿潤密度および間隙率について地質・深度別に整理し
たものを図-3.4.1, 3.4.2に示す．両者にはともに深度依存性がみられ，深部ほど風化の
影響が小さいことを示すものと考えられる．また，地質別では，DL～DM級において
花崗岩に対して閃緑岩の湿潤密度が小さく，間隙率が大きいことが分かる．強風化し
た花崗岩の一般的な値5)（湿潤密度：1.9～2.1g/cm3，間隙率：20～40%）に比較して，
閃緑岩のDL～DM級における湿潤密度（1.8～1.9g/cm3）は小さく，また間隙率（38~55%）
は非常に大きな値であり，相対的に軽くて間隙の大きな特性を有しているといえる  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4.1 湿潤密度の深度分布図  図-3.4.2 間隙率の深度分布図  
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(2) 開口割れ目 
閃緑岩のボーリングコア薄片観察によれば，造岩鉱物は弱く風化変質した程度であ
り粒子の原形は保たれている．一方，開口したへき開割れ目や粒内および粒界割れ目
が顕著に認められ，このような開口割れ目が高間隙率の原因であると考えられた．  
このような割れ目の状態を確認するため，切羽位置から100m以上前方で施工による
影響を被っていない閃緑岩試料に染料（青色）を浸透させた顕微鏡観察結果を写真
-3.4.1に示す．試料A，Bは同深度におけるDM級岩盤であるが，試料Bについてはあら
かじめ地下水位低下による有効応力増分相当を圧密させた試料に染料を浸透させたも
のである．試料Aは染料の浸透部分が多く，開口割れ目の発達が顕著であることが確
認できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試料 A：DM 級 試料 B：DM 級（圧密後） 
試料 D：DH 級 試料 C：DL 級 
写真-3.4.1 閃緑岩の顕微鏡観察結果(青色部：染料浸透) 
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一方，試料Bでは染料の浸透がほとんどみられず，地下水位低下に伴い間隙水圧が
減少することで有効応力が増加すると，容易に開口割れ目が閉塞し，体積圧縮が生じ
ることを示唆するものと考えられる．試料Cは，土石流堆積物との境界付近にあるDL
級岩盤であるが，著しく風化変質しており，染料の浸透は一部に認められる粒界割れ
目や粒内割れ目に限られる．また，試料DのDH級岩盤では，ほとんど風化変質が認め
られず原岩の組織を完全に残しているが，粒間割れ目が顕著に発達しており，粒間割
れ目沿いに染料が浸透している．  
 
 
3.5 地表面沈下メカニズムの考察 
図-3.5.1に閃緑岩区間での下り線施工に伴う層別沈下と地下水位を計測した断面位
置を示す．図-3.5.2は各岩級ごとの深度における層別沈下と地下水位について，トン
ネル掘削による影響が少なく主に地下水位低下によって地盤変形が生じると考えられ
る切羽離れ-2.5D時点と，切羽到達時点の計測結果を示したものである．  
切羽離れ-2.5D時点においては，地下水位が16m程度低下するのに伴い，トンネル直
上部および側部ともにDL~DM層，DH層が圧縮変形し，これにより地表面沈下が生じ
ている．地下水位より上位のf層ではほとんど変形が生じておらず，地表面沈下の要因
は地下水位以深にある岩盤の圧縮変形と考えることができる．前節で示したように開
口割れ目が発達した当該岩盤では，地下水以深の飽和状態にある場合は間隙を地下水
が満たしている．この状態から地下水位低下に伴い間隙水が消失することで有効応力
が増加し，間隙率の大きい層に圧密変形が生じると考えられる．  
次に，切羽が到達した時点では，トンネル直上部のDH層に大きな変形が生じ，これ
より上位の層が共下がりして地表面沈下を生じさせている．また，トンネル直上部に
比較して小さいものの，トンネル側部でも同様にDH層に変形に伴う地表面沈下が生じ
ている．切羽離れ-2.5D~切羽到達時までの地下水位低下は小さいことから，この間の
地表面沈下挙動は主に掘削に伴う応力解放によるトンネル周辺地山の変形が地表まで
波及したものであると考えられる．  
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図-3.5.2 層別沈下分布図 
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図-3.5.1 層別沈下計側位置図 
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このような各岩級毎の層変位と地表面沈下量，水位低下量の経時的な変化を示した
のが図-3.5.3である．図中には計測地点と切羽離れの関係について併記した．切羽離
れ-2.5D時点で一時掘削を中断するまでは地下水位低下に伴いDL~DM層，DH層が圧縮
変形し，地表面沈下を生じさせている．  
一方，掘削中断時には地下水低下量が小さくDH層はほとんど変形が生じていないの
に対し，DL~DM層は継続して大きな圧縮変形が生じている．このような挙動の要因と
しては，図 -3.5.2に示すように地下水位低下後もDH層は飽和領域にあるものの，
DL~DM層は飽和領域から不飽和領域に遷移することから，不飽和領域では間隙水の消
失に伴う有効応力の増加により，圧密的な挙動が生じていることが考えられる．  
また，切羽離れが-2Dから近づくに伴いトンネル直上部のDH層には掘削応力解放に
伴う急激な圧縮変形が生じるが，上位のDL~DM層では逆に引張側への変形が生じてお
り，掘削応力によるトンネル周辺の変形のうち6割程度が地表面に及んでいることが分
かる．これに対し，側部ではトンネル周辺のDH層における変形が，一様に地表面まで
波及したことになると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.5.3 岩級毎の層における圧縮変位量の経時変化  
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3.6 まとめ 
マサ化した岩盤でのトンネル施工において生じた地下水位低下に伴う地表面沈下
について，挙動メカニズムを分析した．  
1) マサ化した岩盤において地下水位の低下と地表面沈下量に明確な正の相関が認め
られた．この原因としては，発達した開口割れ目が地下水位低下に伴い有効応力
が増加することで閉塞し，体積圧縮が生じることによるものと考えられる．  
2) トンネル掘削に伴う地表面沈下メカニズムとして，切羽が掘削による影響が小さ
い距離にある時点から，地下水位低下により先行して岩盤圧縮が進行する．切羽
が近づくに伴いこれに加えて，掘削に伴う応力解放によるトンネル周辺の変形が
地表まで波及することで，地表面沈下が生じることを確認した．  
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第 4 章 プレグラウトによる地下水制御工法の評価 
 
4.1 はじめに 
 前章で取り上げた研究事例に対し，止水工法を用いたトンネル湧水の制御による地
表面沈下対策を行う課題に取り組んだ．本章では，トンネル周囲の地盤改良を掘削に
先行して実施する，プレグラウトによる地下水制御工法の考え方を示すとともに，施
工データからその適用性について分析する．  
また，これらの挙動を予測する手法として，浸透流解析を基本とする簡易な 3 次元
の地盤沈下解析手法の適用性について検証し，さらに，その適用の在り方についての
知見を論述する．  
 
4.2 プレグラウトによる地下水制御工法 
(1) プレグラウトによる地下水制御工法の概要 
本研究で提案するプレグラウトによる地下水制御工法は，図-4.2.1に示すようにト
ンネル外周部に難透水ゾーンを形成し，坑内湧水量を抑制することで地下水位低下量
の制御を図ることを目的とするものである．地下水を完全に遮断する場合は，ウォー
タータイト構造による対策が挙げられるが，本研究事例では掘削中のトンネル断面を
変更することが困難なことや工費や工期が増大する課題がある．このため，許容沈下
量を満足する範囲で地下水位低下量を抑制するように，改良仕様を定量的に設定する
地下水制御工法を採用した．坑内へ地下水を浸透させることから通常の排水型トンネ
ル構造であり，地下水位低下をある程度許容できる場合は，完全止水型トンネル構造
に比べて合理的な対策となる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.1 地下水位制御工法概要図  
地盤改良工（先行施工） 
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(2) 地盤改良仕様の設定 
本工法における地下水位低下制御量は，地盤改良部における透水特性により決定さ
れるが，適用事例では二次元浸透流解析により地盤改良仕様を設定した．  
図-4.2.2に示す解析モデルにおいて改良厚さを1m～5m，改良部の透水係数を原地盤
の1/10～1/100の範囲でパラメータとし，トンネル掘削による地下水位低下量を求めた
（図-4.2.3）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.2 数値解析モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.3 数値解析結果例：間隙水圧分布図  
 
 
 
⊿h 
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解析結果による地下水位低下量と改良仕様の関係を図-4.2.4に示す． 
無対策の場合，掘削に伴う地下水位低下量は35m程度と予測された．これに対し，
挙動分析で得られた地下水位低下量と地表面沈下量の相関関係から，地表面沈下量を
目標値内とするためには地下水位低下量を15m以下とすることが目安とされた．図
-4.2.4に示すように改良厚を大きくすることで地下水位低下量をより制御できること
が分かる． 
既往の実績から改良部の透水性として，原地盤の1/10程度は期待できることから1)，
所要の地下水位低下制御量を得られる改良範囲としてトンネル外周2mを設定した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.4 改良厚および改良部透水係数と地下水位低下量  
 
地盤改良工の施工配置図を図-4.2.5，4.2.6 に示す．7m シフトで外周部および切羽前
面のバルクヘッド部を構築するが，施工の効率化を図るため削孔～注入までを油圧ジ
ャンボで施工し，注入方法は二重管ロッド注入（ステップアップ方式）とした（写真
-4.2.1，図-4.2.7）． 
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トンネル周囲の改良部には恒久的な止水効果が求められることや，微細な開口割れ
目への浸透性を考慮して，注入材には長期的な劣化が極めて少ない溶液型活性シリカ
系注入材を使用し，切羽前面は仮設グラウトとして溶液型水ガラス系注入材とした．  
なお，止水注入後はトンネルに対して地下水位高が20m程度と大きくないことや排
水型トンネル構造としていることから，改良後の水圧作用については影響が小さいと
考えられる．ここでは安全側として，FEM変形解析により静水圧が改良域外側から作
用した場合でも有意な塑性領域が生じないことを確認した． 
解析モデルを図-4.2.8に示す．トンネル掘削完了後に，水圧としてS.L.＋30mの荷重
を改良域外側に載荷した場合の，トンネル周辺地山の安全率分布図を図-4.2.9に示す．
トンネル周辺地山は天端～肩部分にかけてFs＜1.0となる塑性領域が生ずるが，局所的
であり，注入式長尺先受け工による先行補強効果が期待できることから，通常の二次
覆工構造（巻厚30cm）とし，掘削時に変状の大きい箇所では一部ファイバーを混入し
た． 
 
図-4.2.6 地盤改良施工配置図（縦断）  写真-4.2.1 油圧ジャンボによる注入状況  
 
図-4.2.7 注入機械配置図  
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図-4.2.8 2 次元 FEM 変形解析モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.9 水圧載荷後の安全率分布図  
 
 
 
(3) 地盤改良による透水特性の変化 
対策工の施工に先立ち透水試験により改良前後の透水係数を測定した．改良前の透
水係数と改良後の透水係数の低下比率の関係を図-4.2.10に示す．改良前の透水係数が
大きいほど改良後の透水係数の低下比率が小さい傾向にあり，より改良効果の高いこ
とが分かるが，想定した地山透水係数（k=1.0×10-6m/s）の領域では概ね1/10以下に透
水係数が低下していることが分かった．  
また，同区間での施工による地下水位低下量から，二次元浸透流解析による再現解
析においてフィッティングされた改良部の透水係数を図-4.2.10に併記した．再現解析
結果では，改良部の透水係数は原地盤（k=1.0×10-6m/s）の1/30程度（k’=3.3×10-8m/s）
と推定され，透水試験結果と整合性があることが確認できた．  
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図-4.2.10 改良前後の透水係数の比較  
 
 
(4) 地下水位挙動 
地下水位低下制御工法の適用区間と観測井位置を図-4.2.11に，切羽進行に伴う地下
水位挙動を図-4.2.12に示す．施工休止前の未対策区間における観測井（S-1，S-2）で
は，切羽の進行に伴い地下水位が低下し，特に切羽距離が50mまで近づいた時点から
急激な地下水位低下が生じている．また，当該地には降雨量に応じて年間で5～10m程
度の地下水位の季節変動が確認されているが，S-1，S-2では大きな地下水位低下が生
じた後，有意な季節変動は生じていない．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.11 対策区間と観測井位置  
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図-4.2.12 地下水位経時変化図  
 
これに対し，対策区間の中央付近に位置する観測井（K-1, K-2, N-2）は，渇水期に
地下水位の低下が生じているものの，豊水期には地下水位が回復し，未対策区間の観
測井に比較して高い地下水位を保持できていることがわかる．  
一方，対策区間の始点部に位置する観測井（K-3，K-4）では未対策区間ほど急激で
はないものの，豊水期において切羽進行に伴うと考えられる地下水位低下が生じてい
る．トンネル延長方向への3次元的な地下水の廻り込みによる影響と考えられ，このよ
うな挙動を考慮した対策範囲の設定が必要である．また，K-3，K-4において低下した
地下水位は未対策区間の観測井（S-1，S-2）と同様に，降雨に伴う顕著な季節変動が
生じなくなる． 
前章で示したように，当該地盤では地下水位低下に伴う有効応力増加により開口割
れ目が閉塞すると考えられる．このため地下水位低下量が大きい場合は圧密によって
透水係数が小さくなり，降雨の浸透性が著しく低下していることが示唆される．  
地下水位の季節変動の影響を評価するため，トンネル掘削による影響を受けない施
工休止期間における累積降雨量（30日間，60日間，90日間，120日間，150日間，180
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日間）と地下水位の関係を整理した．累積降雨量と地下水位は180日間累積降雨量と最
も相関が高く，両者には図-4.2.13に示すような相関がみられる．この関係をもとに，
降雨量による地下水位変化の影響を除いた地下水位低下量の経時変化を図-4.2.14に
示す． 
対策区間始点部のK-3では20mを越える地下水低下がトンネル掘削の進行に伴い生
じているが，対策区間の中央付近におけるK-1，N-2では施工に伴う低下量が10m以内
に抑制されており，地下水位低下制御工法により所要の効果が得られたと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.13 累積降雨量と地下水位の関係  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.14 季節変動補正後の地下水位低下量  
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(5) 地表面沈下量 
トンネル掘削終了後の地表面沈下分布を図-4.2.15，図-4.2.16に示す．前節で示した
ように対策区間始点部においては地下水位低下量が大きいことから，地表面沈下も比
較的大きい沈下量が生じている．一方，対策区間の進行に伴い地下水位低下抑制が図
られたことから地表面沈下量も低減傾向を示しており，インフラ施設区間においては
目標値（50mm）を満足した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.15 トンネル縦断方向地表面沈下分布：下り線  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2.16 トンネル縦断方向地表面沈下分布：上り線  
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4.3 地下水位低下による沈下解析 
地下水位低下に伴う沈下量の予測手法としては，軟弱地盤における粘性土の圧密沈
下量を一次元弾性圧密理論により求める手法が，実用的方法として実務では一般的に
用いられている2)．しかし，地下水位の変化に伴う応力状態の変化が地盤変形挙動の
要因として卓越するような問題に対して，この手法では土の構造骨格と間隙水の相互
作用を含む挙動を考慮することができない．  
これに対し，Biotは応力の釣り合いと間隙水の浸透挙動を連立させて解く手法を提
示し，この基本理論をもとにした土－水連成問題に対する数値解析手法が提案されて
いる3)．しかし，これらの既往の手法は土の挙動を表現する構成式を決めるための土
質パラメータが多く，また広範囲にわたる予測を行うには多くの演算時間を要するた
め，広く適用されるには至っていない．  
これに対し，西垣ら4), 5), 6)は広域の3次元的な地盤沈下を予測できる簡易な解析手法
として，3次元飽和－不飽和浸透流解析を基礎として，比貯留係数を有効応力と間隙比
の変数として取り扱うことで，地盤の圧密過程を考慮できる解析手法を提案している．
本解析手法は土質地盤を対象としているが，ここでは，トンネルの建設に伴う3次元で
の地表沈下を簡易に解析できる手法の提案を目的として，地下水制御工法によるトン
ネル掘削における施工データをもとに，本解析手法の適用性について考察する．  
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K-1 
(1) 
(1) 地下水位低下による沈下解析の概要 
 本研究で用いる解析手法の基礎方程式は3次元の浸透流解析の基礎方程式として一
般的な次式(1)である． 
𝜕
𝜕𝑥
(𝑘𝑟 ∙ (𝑘𝑖𝑗
𝑠 ∙
𝜕𝜓
𝜕𝑥𝑗
+ 𝑘𝑖3)) − 𝑞 
= (𝛽 ∙ 𝑆𝑠 + 𝐶) ∙
𝜕𝜓
𝜕𝑡
(𝑖, 𝑗 = 1,2,3) 
ここで，𝑘𝑟：相対透水係数（飽和度に依存），𝑘𝑖𝑗
𝑠：飽和透水係数，𝑘𝑖3：鉛直(Z)方向
の飽和透水係数，𝜓：圧力水頭，𝑞 ：排水/涵養量，𝛽：飽和領域では1，不飽和領域で
は0となる変数，𝑆𝑠：有効応力の変化から求められる比貯留係数，𝐶 ：比水分容量であ
る． 
 地表沈下量は，初期有効応力を計算した後，浸透流解析結果を用いて以下の方法に
より算定する． 
 
a) 時間ステップ𝑡+∆𝑡に不飽和領域にある要素 
 時間ステップ𝑡+∆𝑡に不飽和領域にある要素（𝑒𝑙𝑒𝑚）の時間間隔（∆𝑡）における沈下
量（∆𝐿∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚）は，要素に作用する有効応力増加量（∆𝜎𝑒𝑙𝑒𝑚
′ ）が要素(𝑒𝑙𝑒𝑚)の中心に近似
的に作用すると仮定して，次式により算定する． 
∆𝐿∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚 =
1
𝐸𝑒𝑙𝑒𝑚
∙ ∆𝜎𝑒𝑙𝑒𝑚
′ ∙ 𝐿𝑒𝑙𝑒𝑚 
ここで，：要素（elem）の変形係数：要素の高さである．  
なお，有効応力増加量（∆𝜎𝑒𝑙𝑒𝑚
′ ）については，自由水面の変化を各要素の体積含水率
の変化と考えて，図-4.3.1のように不飽和部分の応力変化を取り扱った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 
図-4.3.1 体積含水率の変化による応力変化  
 
水面の変化 
飽和から不飽和（不飽和か
ら飽和）の応力変化  
⊿σ=(1+⊿θ)・γw 
 
不飽和部分の応力変化  
⊿σ=⊿θ・γw 
飽和部分の応力変化  
⊿σ=0 
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(3) 
1）不飽和領域内だけの変化の場合，応力の変化量は，各要素内の体積含水率の変
化から下式により計算する． 
∆σ = ∆𝜃 ∙ 𝛾𝑤 
2）飽和から不飽和領域への変化の場合，不飽和領域に変化した瞬間においては，
浮力の減少による応力の増加と間隙の水の重量が応力変化として作用し，また，
変化した瞬間からさらに減少した水分量を差し引いた応力の変化分として考え
る． 
∆σ = (1 + ∆𝜃) ∙ 𝛾𝑤 
 
b) 時間ステップ𝑡+∆𝑡に飽和領域にある要素 
 時間ステップ𝑡+∆𝑡に飽和領域にある要素（𝑒𝑙𝑒𝑚）の時間間隔（∆𝑡）における沈下量
（∆𝐿∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚）は，体積変化が鉛直方向のみに発生すると仮定し，要素からの水の流出量
（∆𝑄∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚）を用いて次式により算定する． 
∆𝐿∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚 =
∆𝑄∆𝑡
𝑒𝑙𝑒𝑚
𝐴𝑥𝑦
𝑒𝑙𝑒𝑚  
ここで，𝐴𝑥𝑦
𝑒𝑙𝑒𝑚：要素の水平方向の断面積である． 
 時間間隔（∆𝑡）における鉛直方向の地表沈下量は，式(3)および(4)により求められる
要素毎の沈下量を鉛直方向に一致している要素群の高さの減少量を総和することによ
り計算する． 
 
 
  
(5) 
(4) 
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(2) 数値解析の条件 
a) 解析範囲 
 平面要素分割図を図-4.3.2に，解析モデルを図-4.3.3に示す．解析範囲は，地下水位
制御工法による対策区間を含んだ範囲とし，境界は以下のように設定した．  
1) 左右の境界は谷部分とした． 
2) 下流側（下側）の境界は，小河川を境界とした．  
3) 上流側（上側）については，解析対象から十分離れており左右の谷が接近して
いる部分を境界とした． 
なお，解析モデルの下面はトンネル下方に土被りと同程度の深さを与えて，地表か
ら80mの位置とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
X
Y
Z
V2
 図-4.3.3 3 次元解析モデル 
 
約 1.5km 
 
トンネル 
節点数：36754 
要素数：35574 
 
側部：定水位境界  
底部：不透水境界  
 
X
Y
Z
V3
図-4.3.2 平面要素分割図 
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b) 初期水位条件 
 トンネル掘削前の水位をGL-1.0mとし，これに降雨強度を考慮した定常計算により，
初期水位の設定を行った．このときの降雨強度は平均値（0.4113mm/day）を用いた．  
c) 境界条件 
 対策工施工後の計測水位データによりフィッティング解析を行い，同定された水位
により境界水位を固定した．このとき，降雨強度は実測値を用いた．また，モデル底
部は不透水境界とした． 
d) 施工条件 
トンネル掘削における湧水は，掘削工程にあわせてトンネル部分の節点を浸出点に
変更した．掘削工程は実施工工程を用いるものとし，予測時においては実施工工程を
もとに掘削の進行を10m/15日とした．地盤改良範囲はトンネル周辺2mとし，予測時に
おいては掘削進行に合わせてトンネル延長7m毎に地盤改良範囲を設定した．  
e) 地盤条件 
水理特性は対策工施工初期における計測結果および予備解析結果を踏まえて，表
-4.3.1のように設定した．透水係数は改良により1/10～1/100に低下するが，ここでは
予備解析においてトンネル湧水量の再現性が高い透水係数として，改良部は1/100に低
下した値とした．また，圧密に関するパラメータとしては，対象となるDL～DM層地
盤の採取試料における圧密試験で得られた図-4.3.4に示すe-log p曲線を用いた．変形
係数も同様にDL～DM層での孔内水平載荷試験値をもとに設定した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.3.1 地盤定数 
 透水係数 k (m/s) 1.0×10-6
透水係数(改良部） k' (m/s) 1.0×10-8
間隙率 n 0.3
比貯留係数 S s  (m
-1
) 1.0×10
-4
地盤の変形係数 E  (kN/m2) 100000
図-4.3.4  e-logp 曲線 
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(3) 実測値との比較と考察 
a) 地下水位 
 図-4.3.5に示す位置の観測井における水位の実測値と解析値の比較を図-4.3.6に示
す．解析では年間の大きな季節変動を再現できていないが，対策区間における最低地
下水位を概ね捉えることができている．また，同図に地下水位低下制御工法を適用し
ない場合の解析値を併せて示すが，対策の場合に比較して大きな地下水低下が生じる
結果となり，解析により両者の相違を明確に評価することができる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.3.5  計測位置図  
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b) 地表面沈下 
 図-4.3.7に下り線および上り線のTD500m付近における地表面沈下量の実測値と解
析値の比較を示す．ここで，解析値（当初）は前項で示した沈下解析手法により求め
られた地表面沈下量であるが，以下の点で実測値挙動との乖離がみられた．  
1) 季節変動による地下水位の回復に伴い，地表面沈下にも回復する挙動がみられ
る． 
2) 初期の水位低下時において実測値に比較して過大な沈下挙動が生じる． 
このような乖離を解消するため，解析においては地表面沈下の履歴を保存し，水位
上昇による沈下挙動への影響が生じないよう改良を試みた．また，原地山では施工以
前の地下水位変化による影響を被っていると考えられることから，解析においてはこ
の影響を考慮するよう解析時期を見直し，掘削施工による初期水位低下時の評価を行
うこととした．これらの解析手法の見直しを行った結果を図-4.3.7に解析値（改良）
として示しているが，より実測値に近い挙動となっていることが分かる．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実測値と解析値の比較結果から，提案する簡易な沈下解析手法がトンネル掘削の施
工に伴う地下水位変化および地表面沈下の推定に十分適用できることが確認された．
地下水位低下制御工法を用いない場合との相違についても評価することができること
から，同工法を用いる場合の評価手法として適用できると考えられる．  
図-4.3.7 地表面沈下量の比較 
-100
-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
1/1 6/30 12/27 6/24 12/21
沈
下
量
(m
m
)
下り線：TD500
解析値(当初)：対策
解析値(改良)：対策
解析値(改良)：無対策
実測値
-100
-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
1/1 6/30 12/27 6/24 12/21
沈
下
量
(m
m
)
上り線：TD530
解析値(当初)：対策
解析値(改良)：対策
解析値(改良)：無対策
実測値
 第 4 章 プレグラウトによる地下水制御工法の評価  
78 
 
4.4 対策範囲設定への適用と確認試験手法  
(1) 沈下解析による対策範囲の設定 
上り線トンネルの地下水位低下制御工法による対策範囲の設定において，合理的な
区間設定を行うことを目的に，沈下解析手法を適用した．図-4.4.1に示すように，対
策範囲の当初設計位置に対して，対策完了位置をインフラ施設端部位置とした場合，
両者の中間位置とした場合について沈下解析により地表面沈下量を比較した．なお，
同図におけるN-4，N-7は対策完了位置に近い観測井位置を示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4.2に沈下解析による各完了位置での地表面沈下量の経時変化を示すが，トン
ネル掘削施工が端部位置を通過した以降の挙動において，各対策完了範囲により異な
る沈下挙動を表すことができている．重要機器近傍位置ではいずれの完了位置でも地
表面沈下量の目標値(50mm)を満足する． 
一方，インフラ施設端部のNo.9+00においては，完了位置を設計位置より短くした
場合，地表面沈下量が目標値を超過するおそれがあると推定された．本研究事例では，
中間位置を対策工完了の基本位置と設定し，無対策区間への移行にあたっては確認試
験を実施して安全性を評価することとした．  
 
 
 
 
 
図-4.4.1 上り線対策範囲検討位置図 
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(2) 施工時の確認試験 
 事前解析に基づいた対策範囲の安全性を評価するため，完了位置手前から切羽前方
に削孔深度23mの水抜きボーリングを行い，観測井における地下水位挙動を計測する
ことで，事前に想定した水理特性の妥当性を検証する確認試験を実施した．  
確認試験では，水抜きに伴う経時的な水位低下量の管理目安値を，図-4.4.3に示す
試験位置近傍の局部的なモデルを用いた3次元非定常浸透流解析により求めた．このと
きの水理定数は前節で示した沈下解析と同様とし，初期水位状態のみ試験時期近傍の
地下水位計測結果から再現した．  
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図-4.4.3 浸透流解析モデル 
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確認試験の施工における管理グラフ例を図-4.4.4に示す． 
試験は2日間の水抜き期間中における水位変化挙動を観測することとし，想定を超
える地下水位低下により有害な地表面沈下が生じる事態を回避するため，管理レベル
に応じて試験の続行を判断することとした．  
実測値が事前解析で想定された地下水位低下曲線より上方にある場合をレベル1と
し，特に問題なく施工を続行できる範囲とした．これに対し，沈下量の目標値に達す
る限界地下水位低下量より大きな地下水位低下量の範囲をレベル3とし，この場合は確
認試験を即時に中止する．レベル1と3の間の範囲（レベル2）については湧水量や沈下
量等と併せて総合的に評価のうえ施工続行を判断する領域とした．  
また，レベル3の閾値となる限界地下水位低下量は，図-4.4.5に示すように，確認試
験時における各観測位置での目標沈下量δaに対する余裕沈下量δ’をもとに設定した．
確認試験前における沈下量δと地下水位低下量hの実測値をもとに両者の関係を表す
係数Aを設定し，余裕沈下量δ’に相当する水位低下量を各観測位置における限界地
下水位低下量h’とした． 
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確認試験における地下水位の挙動として観測井N-4, N-7における計測結果を図
-4.4.6,4.4.7に示す．水抜きボーリングに伴う地下水位低下挙動は，事前の予測値とほ
ぼ一致していることがわかる．また，他の観測井での計測結果についても全てレベル1
の管理範囲内にあり，水抜きによる影響範囲は100m程度と推定された．この結果から，
事前検討で用いた水理特性により水位挙動を精度よく再現位置で完了しても問題ない
と判断することができた．対策区間完了位置以降の施工においても急激な地下水位の
変化はみられず，地表面沈下量については20mm以下と目標値(50mm)を満足する結果
となった．なお，地表面沈下量が事前の予測解析値に比較して小さくなった要因とし
ては，地下水位低下量の抑制効果に加えて，対策区間の進行に伴いトンネル断面の地
質がCL級に移行し，地盤条件が良化したことも要因の一つに挙げられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4.6 地下水位低下量と湧水量の経時変化（観測井：N-7） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4.7 地下水位低下量と湧水量の経時変化（観測井：N-4） 
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4.5 まとめ 
山岳トンネルの施工における地下水位低下に伴う地表面沈下に対して，プレグラウ
トによる地下水制御工法の設計・施工方法を提示し，施工データを基にその効果を分
析した．また，地下水制御工法における簡易な沈下解析の適用性を検証した．得られ
た結論を以下に示す．  
 
1) 改良地盤の厚さと透水性能をパラメータとした浸透流解析による改良仕様の検討
を行い，目標性能に対する定量的な改良仕様の設計手法を示した． 
2) トンネル周辺の地盤改良により地下水位低下量を制御する工法を適用し，トンネ
ル掘削における地下水位低下抑制対策に有効であることを確認した．また同工法
により透水性を1/10以下に低下できることを示した． 
3) 海底トンネル事例に倣った既往の止水注入対策における改良厚（5m以上）に対し，
地下水制御工法では遮水効果を定量的に評価することで，より合理的な改良厚さ
(2m)とすることができる． 
4) 浸透流解析と連成させた簡易な沈下解析手法を示し，トンネル掘削における地下
水位低下に伴う地表面沈下量の予測に適用できることを確認した．また，地下水
回復や施工前の初期水位変化を考慮することで推定精度が向上することを示した． 
  
トンネル湧水を完全に止水するウォータータイト構造に対して，本研究により，地
盤改良による地下水制御工法を適用することで，トンネル湧水を許容する一般的な排
水型トンネル構造において，より合理的に所定の地下水対策を図ることが可能である
ことを示すことができた． 
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第 5 章 ポストグラウトによる地下水制御工法の評価 
 
5.1 はじめに 
 地下水対策を目的としたトンネル周囲のグラウチングはトンネル掘削前に実施する
プレグラウトが一般的であり，トンネル掘削後に実施するポストグラウトについて報
告された事例は少ない．国内では，倉敷国家石油ガス備蓄基地の水封式岩盤貯槽 1)や
瑞浪超深地層研究所の深度 500m 研修アクセス南坑道 2)においてポストグラウトの施
工事例があるが，いずれもプレグラウトを基本とし湧水箇所に対する追加対策として
部分的にポストグラウトが適用されている．海外の事例としては，ノルウェー最長の
鉄道トンネルである Romeriksporten トンネル 3)において掘削に伴う湧水による直上の
湖の水位低下や民家の地盤沈下が問題となり，ポストグラウトおよび復水による対策
がとられている．  
筆者は，ヒ素を含む大量湧水が生じた土被りの大きい山岳トンネルにおいて，貫通
後に湧水を抑制する課題に遭遇し，トンネル周囲へのグラウチングによる地下水制御
工法による減水対策に取り組んだ 4)．前述のようにポストグラウトによる施工事例は
少なく，設計・施工手法が確立されていないことから，対象事例においては試験施工
や動態観測により対策の効果や地下水位変化に伴うトンネル挙動について評価した．   
本研究では，対象事例における施工データから，ポストグラウトによる湧水流量や
地下水位変化を分析し，地下水制御工法による対策の効果について考察する．  
 
5.2 研究対象事例の概要 
研究対象事例とした北薩トンネル
は，鹿児島県北西部と鹿児島空港を
結ぶ北薩横断道路のうち，紫尾山を
最高峰とする出水山地を貫く最大土
被り約370m，延長4,850mの長大トン
ネルである（図-5.2.1,5.2.2）．この
トンネル工事のうち，出水工区（工
区延長2,610m）では，掘削中に最大
1,200m3/hの大量湧水に見舞われ，ト
ンネル貫通後も恒常的に約600m3/h
の湧水が発生した．この湧水には，
出水側坑口からの距離程TD1,500～
北薩トンネル 
L=4,850 m 
図-5.2.1 北薩トンネル位置図 
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2,200mの区間では0.1～0.3mg/Lの高濃度のヒ素を含有していることが確認され，施工
中はヒ素処理設備により対応にあたった．ヒ素処理においては，公共用水域における
水質汚濁に係わる環境基準（環境対策基本法第16条）に基づき，排出先河川でのヒ素
濃度が0.01mg/L以下となることを目標としており，恒久的な対策工として，ヒ素を含
む大量湧水を抑制することが求められた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1.1 地下水位制御工法概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.2 北薩トンネル出水工区位置図  
 
 
 
5km 
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(1) 地質概要 
対象トンネル周辺の広域地質は，白亜紀
の四万十層群と新第三紀中新世に貫入した
紫尾山花崗岩からなる（図-5.2.3）．四万十
層群は砂岩や頁岩，砂岩頁岩互層の混在岩
相からなるが，紫尾山花崗岩体の貫入によ
る熱変成作用を受けてホルンフェルス化し
ている． 
対象トンネルの地質縦断図を図-5.2.4に
示す．出水側坑口から約1,700mまでの区間
は四万十層群の砂岩，頁岩，またはこれら
の互層，坑奥側は四万十層群より年代の新
しい花崗岩で構成されており，両者の接触
部では，花崗閃緑岩が数本に枝分かれした
タコ足状の複雑な形で四万十層群に貫入し
ている．このうち，坑口から 1,500m～
2,200mの区間は高濃度ヒ素湧水区間であ
り，なかでも坑口から 1,800～ 1,900mの
100m区間は，花崗岩と四万十層群の貫入境
界で亀裂の発達した低速度帯区間となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.4 地質縦断図  
 
100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300 1400 1500 1600 1700 1800 1900 2000 2100 2200 2300 2400 2500 2600 TD 0m 
図-5.2.3 紫尾山花崗岩体付近の地質図 5) 
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(2) 湧水状況 
図-5.2.5にトンネル掘削の進行に伴う湧水流量の変化を降雨量と併せて示す．  
掘削が前述の低速度帯に達した直後のTD1807m位置において，写真-5.2.1のような
大量湧水(300m3/h)が発生した．トンネル掘進後も湧水流量は減少せず，トンネル壁面
（写真-5.2.2）や底面から恒常的な湧水が生じ，掘削中に最大で1,200m3/hの湧水流量
となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.5 湧水流量の経時変化図  
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当初の湧水対策として，湧水と反応して発泡固結する性質のウレタン系薬液を使用
して大きな水みちを閉塞し（図-5.2.6），写真-5.2.3,5.2.4に示すように，底盤部へのカ
ーボプル注入によりある程度の湧水を排除することができた．しかし，地山の地下水
位上昇に伴い別の小さな水みちから湧水が発生する状況となり，また1箇所当たりの止
水効果は高いものの，写真-5.2.5に示すようにトンネル全面から生じる湧水に対して
は，注入本数や薬液量が増大し工事費が莫大となるため、さらなる減水対策が求めら
れた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.2.6 カーボプルによる一次減水対策の概要  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-5.2.3 底盤湧水状況  
      (カーボプル注入前) 
写真-5.2.4 底盤湧水状況  
      (カーボプル注入後) 
新たな水みち 
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(3) ヒ素濃度 
ヒ素は花崗岩体周辺部に広く鉱染状に分布するヒ素鉱物（硫ヒ鉄鉱）に由来し，溶
出機構に関しては，岩体表層の風化帯中でヒ素鉱物が酸化溶解し，水酸化鉄をその場
に沈積して生じたヒ素含有地下水が破砕帯に沿って流下し，トンネル内に湧出してい
ると考えられた5)． 
トンネル掘削終了後から減水対策施工途中における区間ごとの100m当りにおける
湧水流量およびヒ素量の経時変化を図-5.2.7および図-5.2.8に示す．高濃度ヒ素湧水区
間（TD1,500～2,200m）でのヒ素濃度は0.16～0.20mg/L程度であるが，TD1,800～1,900m
区間では湧水流量が他区間の3～6倍と多いため，この100m区間において高濃度ヒ素湧
水区間におけるヒ素量の70%を占めることが調査より分かった．  
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図-5.2.8 区間ごとのヒ素量変化(100m 当り) 
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5.3 ポストグラウトによる地下水制御工法 
(1) 地下水制御工法による減水対策 
トンネル坑内への湧水流量抑制対策として，掘削後のトンネル構造をウォータータ
イト構造に再構築することは非常に困難であることから，図-5.3.1に示すようにトン
ネル周囲に改良による難透水ゾーンを形成し，一般的な排水型構造のまま湧水流量を
抑制する地下水制御工法を採用した．対策範囲は前節で示したように，高濃度ヒ素区
間のうち特に湧水流量の多いTD1,800～1,900mの100m区間とした．なお，図-5.3.2に示
すように，対策範囲の両端部付近には割れ目が少なく地下水を通しにくい花崗岩が分
布していたことから，この花崗岩を難透水層として期待し端部の遮水壁は構築しない
こととした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.1 地下水制御工法の概要図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.2 対策区間端部の難透水層（花崗岩）  
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(2) 地盤改良仕様の設定 
地下水制御工法による湧水低減量は地盤改良部における透水特性により決定され
るが，ここでは二次元浸透流解析により地盤改良仕様を設定した．まず，図-5.3.3 に
示す解析モデルにおいて，掘削時における湧水流量（2.94m3/h/m:平成 24 年 8 月 24 日）
を再現するパラメータ解析を行い，原地盤の見かけの透水係数を k =4.0×10-6（m/s）
と同定した．これに対し，トンネル周囲の地盤改良厚さを 1m～6m，改良部の透水係
数を原地盤の 1/100，1/400 の範囲でパラメータとした解析により，減水効果を試算し
た結果を図-5.3.4 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.3 浸透流解析モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.4 改良厚・改良部透水係数と湧水流量  
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ここで，改良範囲は既設ロックボルトの外側に位置するよう，トンネル壁面から
3.6m 外側にドーナツ状となる形状とした．改良厚が 3m を超えると厚さの増加に伴う
減水効果が小さくなることや，ヒ素処理施設の規模や工事費等を踏まえ，対策区間の
湧水流量が 0.5m3/h/m（100m 区間で 50m3/h）以下となるよう減水対策工の改良厚を 3m
とし（図-5.3.5），改良部の透水係数は 4×10-8(m/sec)程度にすることを目標とした．  
なお，減水対策後に地下水位はトンネル天端から 170m 程度まで回復すると予測し
た（図-5.3.6）. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.5 改良領域図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.3.6 減水対策前後の圧力水頭分布図  
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5.4 ポストグラウトの施工手法の評価 
 
5.4.1 注入材料 
 掘削完了後の坑内からトンネル全周方向に改良を行うポストグラウト工法について
は，これまで事例が少なく確立された手法がないことから，ダムのコンソリデーショ
ングラウチング工における手法を導入した．改良部の目標透水係数はルジオン値（Lu）
に換算して約 0.4Lu であるが，この値は一般的なダムグラウチングでの改良目標値（2.0
～10.0Lu）に比較して極めて小さいことから，通常使用している高炉セメント（平均
粒径 10μm）や超微粒子セメント（平均粒径 3μm）等の注入材料では，所定の改良
効果を得ることが難しいと予想された．このため，超微粒子セメントよりも粒子が細
かく浸透性が高い，極超微粒子セメント(平均粒径 1.5μm)を用いることとした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-5.4.1 各セメントの SEM（走査型電子顕微鏡）像 6) 
 
5.4.2 試験施工 4)7) 
ポストグラウトの施工にあたっては，以下の理由から事前に試験施工を実施した． 
1) 山岳トンネルの掘削完了後にトンネル全周方向にグラウチングを行った事例が
極めて少なく，孔配置や注入仕様等の参考例がない．  
2) 改良目標値が約 0.4Lu と極めて小さいため極超微粒子セメントを採用したが，
土砂地盤での実績はあるものの，遮水性の改良を目的として岩盤亀裂に適用さ
れた事例がないこと．  
 
試験施工は，図-5.4.1, 5.4.2 に示すように，地質の異なる１区間(12m)および 2 区間
（12m）で実施した．試験施工での成果を踏まえて一部見直した施工方法について，
確認施工区間(21m)において有効性を確認し，同工法により本施工区間での施工を実施
した． 
a)超微粒子セメント  b)極超微粒子セメント  
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図-5.4.1 施工区間配置俯瞰図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.2 施工区間と地質展開図  
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(1) 試験施工における孔配置と施工順序 
 孔配置と施工順序は，中央内挿法を基本として計画した．施工はトンネル円周方
向へのリング状のグラウチングになるので，リング間の中央内挿を優先して孔配置を
検討した．つまり 1 次孔と 2 次孔を配置するリング（A リング）と 3 次孔と 4 次孔
を配置するリング（B リング）を設定し，A リングを施工してからその間の B リン
グを施工するものとした．さらに B リングの 3 次孔と 4 次孔の位置は，A リングの
1 次孔と 2 次孔の間になるような孔配置とした（図-5.4.3～図-5.4.5）．図-5.4.5 はト
ンネル壁面を平面に展開し，6.0m 格子を 1 次孔とする孔配置の一部である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.3 A リングの孔配置  図-5.4.4 B リングの孔配置  
図-5.4.5 孔配置（平面展開図）  
A 列  B 列  A 列  
6m 
6
m
 
：1 次孔  
：2 次孔  
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施工は，孔荒れを最小限にするために坑内に足場架台を構築し，ロータリーボーリ
ングマシンにより削孔を実施した（写真-5.4.2～5.4.3）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-5.4.2 坑内グラウト施工架台  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-5.4.3 坑内グラウト施工状況  
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(2) 試験施工の結果 
 試験施工 1 区間および 2 区間において，改良目標ルジオン値を超える孔数の割合を
示すルジオン値超過確率図を図-5.4.6 に，次数毎の超過確率値と平均値を表-5.4.1 に示
す．地山の改良前の透水性を示す 1 次孔の平均ルジオン値は，1 区間で 38.8Lu，2 区
間で 21.6Lu であるが，改良次数が進むにつれルジオン値は低減し，最終次数孔での平
均ルジオン値は，1 区間で 0.20Lu，2 区間で 0.16Lu と改良目標値 0.4Lu を満足するこ
とがわかる．また，改良効果の程度に両区間で大きな差が無いことから，同じ施工方
法で四万十層も花こう岩層も改良することが可能であることがわかった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.6 ルジオン値超過確率図  
 
表-5.4.1 超過確率計算結果  
 
 
 
 
 
 
 
1区間 2区間 1区間 2区間 1区間 2区間
1次孔 36 36 57.2 15.4 38.8 21.6
2次孔 36 36 24.5 10.7 9.7 5.1
3次孔 24 24 22.5 11.7 44.1 4.7
4次孔 24 24 8.2 4.1 3.2 1.8
5次孔 40 70 10.3 3.3 4.5 1.6
6次孔 21 29 2.5 1.9 1.7 1.0
7次孔 3 0 - - 0.9 -
24 24 0.40 0.27 0.20 0.16
164 219
規定孔
追加孔
最終次数孔
合計
区分 次数
ステージ数
ルジオン値
超過確率(15%) 平均値
b) 試験施工 1 区間  a) 試験施工 2 区間  
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 1 次孔から追加孔を含む最終次数孔までのルジオン値と単位注入セメント量の関係
を図-5.4.7，5.4.8 に示す．数孔が極端に大きなルジオン値を示しているものの，両区
間ともルジオン値と単位注入セメント量の間に非常に良い相関関係があることがわか
る．これは極超微粒子セメントの特徴を良く現しているものと考えられる．特に，1.0Lu 
以下においても，四万十層と花崗岩層の両者で良好な相関関係を示しており，透水性
の小さな岩盤に対しても確実に改良が進んでいることがわかる。このことから，極超
微粒子セメントは今回対象とするような亀裂性の岩盤を 0.1Lu 前後まで改良すること
が可能であることを確認した。  
 また，グラウト完了部のチェックボーリングコアにフェノールフタレイン溶液を噴霧
した状況を写真-5.4.4 に示す．グラウトにより注入剤が充填されている亀裂が濃いピ
ンク色に変色していることがわかるが，亀裂幅 0.3mm 以下の小さな亀裂でもグラウチ
ングできていることが確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.7 単位注入セメント量とルジオン値：試験施工 1 区間  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.8 単位注入セメント量とルジオン値：試験施工 2 区間  
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写真-5.4.4 フェノールフタレインによる亀裂注入状況の確認  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
亀裂幅 0.3mm 以下 
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(3) 試験施工によるポストグラウト工法の改善 
試験施工の結果から，極超微粒子セメントを用いたグラウト工法により，所定の遮
水性能を得られることが可能であることがわかった．ここでは，試験結果の分析によ
り，さらに合理的なポストグラウト工法とするための改善点として，得られた知見を
以下に示す． 
 
1) 注入圧力の変更 
注入圧力，透水試験，および水押し試験の最高圧力は 0.5MPa として施工を開始し
たが，両区間の施工で限界圧力を現した孔は，わずか 2 孔だけであった．また，リー
ク中断および規定量中断を繰り返した孔でも，再注入ごとに徐々にルジオン値が低下
し透水圧力が上昇したが，限界圧力が発生することは無かったことから，周辺の岩盤
の強度が高いことが想定された．数孔で試験的に注入圧力を 1.0MPa にして施工した
が，いずれも岩盤破壊は見られず良好な改良がなされたことから，注入圧力を最大
1.0MPa とすることが可能と判断した． 
 
2) だめ押し開始基準（注入完了基準）  
試験グラウチングで設定しただめ押し時の注入速度は 1.0ℓ/min/孔で，だめ押し時間
は 30 分/孔とした．注入材料が極超微粒子セメントということもあり，注入時間は総
じて長く，その注入状況からは，まだ継続して注入を続けることが可能な状況であり，
だめ押し開始時期を遅らせることでより効果的な改良が可能であったと考えられた．
よって，だめ押し開始時の注入速度を 0.6ℓ/min/孔（0.2ℓ/min/ｍ）以下，だめ押し時間
を 30 分/孔とすることとした． 
 
3)粗詰め配合の追加 
ルジオン値と単位注入セメント量の関係を図-5.4.9，5.4.10に示す．両区間とも 0.1Lu 
から 30Lu までの範囲で良好な相関関係にあるが，30Lu 以上の点は相関から外れてお
り，それらのほとんどの注入パターンが，注入状況が乱れていて改良効果が明確でな
い E パターンである。これより，30Lu を越える孔については，高炉セメントを使用す
る等，粗詰め的な配合を取り入れることが望ましいと考えた． 
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4)注入省略 
図-5.4.9，5.4.10 に示す散布図において，0.4Lu 以下のルジオン値と単位注入セメン
ト量の関係を見ると，0.1Lu まではルジオン値の低下に従い注入量も低下しているが，
0.1Lu 以下については 0.1～0.3kg/m でばらついている．0.1Lu 以下では相関関係が明
確でないため，有効な注入が期待できないと考えられ，経済性を考慮し，0.1Lu 以下
の孔は注入を省略するものとした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.9 単位注入セメント量とルジオン値の関係（試験施工 1 区間）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.10 単位注入セメント量とルジオン値の関係（試験施工 2 区間）  
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5)孔配置の変更 
1 次孔から最終次数孔までのルジオン値（超過確率 15%，平均値）を次数逓減図と
して図-5.4.11，5.4.12 に示す．この逓減図から，施工を進めるに従って全体的な傾向
としては改良目標値 0.4Lu に向けて確実に改良が進んでいることがわかるが，2 次孔
と 3 次孔の間では，逓減の状況が見られず次数による差が明確でない．1 次孔と 2 次
孔および 2 次孔と 3 次孔の孔間隔は 3.0ｍと等しく，全体的な施工の進め方としては
中央内挿法としてすすめていたが，孔間隔としては逓減する孔配置になっていなかっ
たことがわかる． 
このため，孔間隔を順次狭める孔配置とし，ムラの無い均一な改良状況を確認する
ために，エレメントの範囲を縮小することとした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 改善した孔配置として平面展開図を図-5.4.13 に示す。これは 4 次孔までを規定
孔とする孔配置で，エレメントの範囲を約 6.0ｍ四方から約 3.0ｍ四方と狭くしたもの
である。 
 
 
図-5.4.11 ルジオン値次数逓減図  
（試験施工 1 区間）  図-5.4.12 ルジオン値次数逓減図  
（試験施工 2 区間）  
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図-5.4.13 孔配置の改善（展開図）  
 
 
5.4.3 確認施工と本施工 
(1) 施工方法の確認 
試験施工の結果を踏まえた改善手法により，確認施工を行い，以下の事項を確認す
ることができた． 
 
1) 注入判定の最小単位区画が小さくなったことから，必ず施工する規定孔の数が増
加したが，状況に応じて施工する追加孔の数は減少した．  
2) 施工次数によるルジオン値の逓減，ルジオン値と単位注入セメント量の相関は，
試験施工とほぼ同じ傾向となった．  
3) 全体的な施工時間が短縮された．  
4) 施工完了部においては，壁面からの湧水がほぼ止まっている状況である．  
 
試験施工を踏まえ改善したグラウチング手法の適用が有効であることが確認でき
たことから，同様の手法により本施工を実施した．  
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本施工では図-5.4.14，5.4.15に示す孔配置による 1次孔～4次孔の施工手順とした．
6m 格子を 1 次孔とする孔配置で 4 次孔までを規定孔として，すべての孔で水押し試
験を実施してルジオン値(Lu)の大小や注入状況により使用配合を決定した．なお，ル
ジオン値が 30Lu 以上となる孔については，経済性を考慮して高炉セメント B 種の使
用による粗詰めを実施した後，極超微粒子セメントミルクを注入した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.14 グラウチング孔配置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.15 グラウチング断面配置図  
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(2) 透水係数の低減 
施工次数の進行に伴い，注入施工前の水押し試験におけるルジオン値は低減してお
り，良好に改良が進んだことが確認された．図-5.4.16 に各次数の孔密度と透水係数の
関係を示す．ここに，孔密度は施工次数ごとの孔の断面積を 1 次孔の格子面積(6m×
6m)で除した値であり(図-5.4.17)，透水係数は各次数における水押し試験で得られたル
ジオン値の平均値を 1Lu＝1.5×10-7(m/s)で換算した値である．  
孔密度と透水係数には高い相関が認められ，4 次孔施工後の孔密度から推定される
透水係数はｋ＝6.2×10-8(m/s)と概ね目標とする透水係数まで低減されたと推定できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.16 孔密度と透水係数低減図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.4.17 孔密度の設定  
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5.5 地下水制御工法の効果 
 
(1) 湧水流量 
湧水流量は降雨による影響を受けて変動することから，対策工施工期間(2013/7/2～
2015/12/1)における累積降雨量（30 日間，60 日間，90 日間，120 日間，150 日間，180
日間）と湧水流量の関係を整理した．累積降雨量と湧水流量は 150 日間累積降雨量と
最も相関が高く，両者には図-5.5.1 に示すような相関がみられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.5.1 累積降雨量と地下水位の関係  
 
 
この関係をもとに対策区間における降雨量から予測される湧水流量と実測湧水流
量の比較を図-5.5.2 に示す．対策工施工期間中においては，予測値が概ね実測湧水流
量を再現しており，対策区間の湧水流量は 120～180(m3/h)で推移することがわかる．
これに対し地下水制御工法による対策工が全区間でほぼ終了する 2016年 1月頃から実
測湧水流量は大きく減少し，降雨期においても 35～50(m3/h)程度まで抑制されている
ことがわかる．対策工により湧水流量は目標値以下まで削減され，所要の効果を得ら
れたことが確認できた． 
 対策前後の坑内湧水状況を写真に示すが，多量の湧水により降雨のようなトンネル
坑内の状態が，地下水制御工法による対策後にはほとんど湧水がみられず，乾いた状
態に変化したことがわかる．  
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図-5.5.2 予測湧水流量と実測湧水流量の比較(TD1800～1900m 区間) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 写真-5.5.2 TD.1820 付近右側壁の湧水状況  
a)対策工施工中 b)対策工施工完了後 
写真-5.5.1 グラウト施工箇所の状況  
a)掘削施工中の大量湧水  b)対策工施工完了後 
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(2) 地下水位 
減水対策工前後の地下水位経時変化を図-5.5.3 に，減水対策区間における地下水位
分布図を図-5.5.4 に示す． 
対策範囲中央付近の地下水位は，湧水流量の減少に伴い上昇挙動を示し，2016 年 7
月の降雨期に最大 160m 程度まで回復している．一方，対策範囲の両端では地下水位
が変化しておらず，難透水性として期待した領域が妥当であったことが確認できた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.5.3 地下水位経時変化図  
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(3) ヒ素濃度 
 区間ごとの 100m 当たりにおけるヒ素量（g/h/100m）の経時変化を図-5.5.5 に示す．
減水対策工により湧水流量が抑制されたことから，対策区間（TD1800～1900m）にお
けるヒ素量は 20～30g/h から 5g/h にまで減少していることが確認できる．  
また，図-5.5.6 に区間ごとのヒ素濃度経時変化を示すが，減水対策工によりヒ素濃
度も低下していることがわかる．地山からのヒ素溶出のメカニズムは明らかでないが，
トンネル上部の地下水位が回復することにより，地下水環境が酸化場から還元場に変
化することで，ヒ素の溶出が抑制されたことが濃度低下の要因と考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.5.5 区間ごとのヒ素量変化(100m 当り) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.5.6 区間ごとのヒ素濃度変化  
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5.6 まとめ 
山岳トンネル掘削後における湧水流量抑制対策として，ダムのコンソリデーション
グラウト手法を用いたポストグラウトによる地下水制御工法について，施工データを
もとにその有用性を示した．  
以下に本研究で得られた主な知見を列挙する．  
 
1) トンネル坑内からのポストグラウト施工として，ダムで多くの実績がある中央内挿
法によるグラウチング手法を適用し，有効であることを確認した．また注入材料と
して極超微粒子セメントを適用することで，地山岩盤の透水係数を 10-8(m/s)オーダ
ーの極めて小さい値に改良できることを示した．  
2) 中央内挿法によるグラウチング手法については，施工中のデータをもとに孔配置や
材料選定等の注入方法にフィードバックすることにより，より合理的なグラウチン
グに改善できることを示した．  
3) 施工データをもとに，ポストグラウトによる地下水制御工法による減水対策工の効
果を分析し，湧水流量低減や地下水位回復に対して，地下水制御工法の有用性を示
した．また，その効果の予測値と実測値の比較から，設計手法の妥当性を確認した．  
 
本研究においては，地盤改良による地下水制御工法をトンネル掘削後のポストグラ
ウト工法でも適用することを示すことができた．山岳トンネルの建設においては，複
雑な地質や環境要因，地形条件から，事前に課題の把握や対応を完全に措置するのは
困難であり，施工中に課題に対処する場合が多いが，このような場合に合理的に対応
できる自由度の高い対策工法としての活用が考えられる．  
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第 6 章 高水頭下における地下水制御工法の適用性 
 
6.1 はじめに 
前章の研究では，地下水制御工法により対策区間におけるトンネル坑内への湧水流
量を抑制することで，地下水位がトンネル天端 170m 程度まで上昇すると予測され，
実施工においても概ね同程度(160m)の水位回復が観測された．  
ウォータータイト構造の非排水型トンネルの場合には，トンネル完成後の地下水位
上昇に対して，予想される水圧に耐える断面形状，覆工構造を設定する 1)．砂金らは
設計水圧に対する覆工設計の成立性について検討を行い，設計水頭が天端 50m に達す
る場合は，断面形状として真円断面形状が必要となることを示しており 2)，一般に適
用できる水頭は 100m までとされている．  
一方，今回のように排水型構造のトンネル周辺地山をポストグラウトにより難透水
性とした場合の，地下水位回復に伴うトンネル構造の挙動については知見が少ない．
青函トンネルではプレグラウトによる改良部の外側に排水孔を設け，改良部外側の水
を抜きながら掘削し，その後水抜きを中止するとトンネル径が縮小することが観測さ
れた．足立らはこの挙動を，トンネル周辺地山を平面ひずみ厚肉円筒問題と仮定した
厳密解により定性的に説明している 3)が，改良域外側での水圧作用を前提としており，
連続体である地山中での地下水挙動を評価したものではない．これに対し，西藤らは
青函トンネル改良部での目詰まりなどによる透水性低下に伴う覆工への影響を，Biot
の圧密方程式と完全弾塑性体の応力ひずみ関係式から定式化した土－水連成有限要素
解析によりシミュレーションし，長期の影響を予測している 4)． 
本章では，重力場での地盤と地下水の相互挙動について，トンネル形状や施工過程
を考慮して取り扱うことのできる数値解析手法として，地下水と応力・変形の連成解
析手法により，水位回復後のトンネル挙動について検討した．  
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6.2 解析条件 
(1) 解析手法 
2次元非定常数値解析（水と応力・変形連成解析）は，有限差分法解析（FLAC3Dコ
ード：Fast Lagrangian Analysis of Continua in 3Dimensions）5)を使用した． 
 
(2) 解析モデル 
解析モデルは図-6.2.1に示すように，問題の対称性により1/2モデルとした．解析範
囲は高さ254.25m，幅500mの矩形領域とし，土被りはトンネル天端から200mである．
下方領域はトンネル掘削の観点より3D程度（D：S.L.直径=12.5m）とした． 
境界条件については，応力境界は底面の境界が鉛直変位固定，左右の境界は水平変
位固定境界とした．また，水理境界は，モデル底面および右側面は水位固定境界とし，
初期水位は地表面にあると想定した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.1 連成解析モデル  
 
 
  
トンネル周辺拡大  
地盤改良領域  
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(3) 物性値 
a) 地山物性値 
1)予備検討 
 地山の変形係数Dは，トンネル掘削時の天端沈下および上半水平内空変位の計測値
から，別途逆解析より推定した．以下のような2次元弾性解析により，初期側圧係数，
変形係数をパラメータとして，掘削時の実測変形量を再現できる変形係数を逆解析に
より設定した． 
 
①解析ステップ 
 表-6.2.1 逆解析モデルにおける解析ステップ  
STEP1： 
初期応力解析 
STEP2： 
掘削(解放率 40%) 
STEP3： 
支保設置（解放率 100%） 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
②検討物性値 
表-6.2.2 逆解析モデルにおける物性値(地山) 
地質 四万十岩 
単位体積重量γ(kN/m3) 27 
ポアソン比ν  0.4 
初期側圧係数  パラメータ 
変形係数 E(kN/m2) パラメータ 
 
 
③逆解析結果 
表-6.2.3 変形係数の逆解析結果 
地質 変位 
実測値
(mm) 
解析値
(mm) 
変形係数 
D (MPa) 
初期側圧係
数 
四万十岩 
天端沈下 22 24 
1000 1.1 
内空変位 37 38 
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2)地山物性値 
解析に用いた物性値を表-6.2.4に示す．地山は線形弾性体として扱うが，点安全率
を算出するにあたり岩盤強度（粘着力C，内部摩擦角φ）を岩盤分類DI相当として設
定した．また，透水係数は前章の減水対策の検討における値を用いた．なお，地盤改
良部の変形・強度特性については，地山と同じ定数とした．  
 
表-6.2.4 解析用物性値(地山) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 支保工物性値 
本検討では，鋼製支保工，吹付けコンクリートおよびインバートコンクリートをモ
デル化する。鋼製支保工はH125（SS400），吹付けコンクリートは15cm（普通吹付け）
とする。インバートコンクリートは設計基準強度18N/mm2とし，土木学会に準拠して
2.2×107kN/m2を採用することとする。  
 
表-6.2.5 解析用物性値（支保工）  
項目 単位 鋼製支保工 
吹付け 
コンクリート 
インバート 
弾性係数 kN/m2 200×106 
4×106（掘削時） 
22×106（硬化後） 
22×106 
ポアソン比  － 0.3 0.2 0.2 
断面積 m2 30×10-4 0.2 － 
断面二次 
モーメント 
m4 839×10-8 － － 
要素 － ビーム要素 ソリッド要素  ソリッド要素  
 
 
 
 
項目 単位 地山 地盤改良部
変形係数 D MPa 1,000
ポアソン比 ν － 0.4
単位体積重量 γ kN/m3 27
粘着力 ｃ MPa 0.4
内部摩擦角 φ 度 30
透水係数 k m/s 4.0×10-6 4.0×10-8
地山部と同様
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(4) 解析ステップ 
掘削解析は，トンネル掘削過程を考慮するため，まず非排水条件でアーチ部を掘削
し，初期応力の40%を解放させた．アーチ部を掘削後，掘削壁面を排水条件（間隙水
圧を0MPaで固定）に設定し，排水を開始して地表面に設定した水位が定常状態になる
まで解析を実施した．次に，支保工（鋼製支保工，吹付けコンクリート）を設置し，
非排水状態で掘削解放率100%まで解放させた．さらに，インバート部を解放率40%と
して掘削し，その後インバートを設置し，非排水状態で解放率100%まで解放させた．
この後，掘削壁面状態を排水状態として掘削完了後の地下水位低下が定常状態になる
まで解析する． 
最後に，地下水制御対策実施後として，改良部の透水係数を変更した排水条件にお
いて，水位が回復するまで解析を実施した．  
 
表-6.2.6 解析ステップ  
解析 
ステップ 
概要 
排水 
条件 
内容 
Step0 
初期地圧の 
設定 
－ トンネル掘削前の地山の地圧を設定する解析  
Step1 
切羽が解析 
断面へ到達 
非排水 
トンネルは瞬時に掘削されるものとして非排水
条件でアーチ部を掘削し，初期応力の 40%解放
させる． 
Step2 地下水排出 排水 
アーチ部を掘削後，掘削壁面を排水条件（間隙
水圧を 0MPa で固定）に設定し，排水を開始し
て，地表面に設定した水位が定常状態になるま
で応力－水連成解析を実施する． 
Step3 
支保工設置 
（切羽進行）  
非排水 
支保工（鋼製支保工，吹付けコンクリート）を
設置し，非排水状態で掘削解放率 100%まで解
放させる． 
Step4 
インバート 
掘削 
非排水 
インバート部を解放率 40%として非排水条件で
掘削する． 
Step5 
インバート 
設置 
非排水 
インバートを設置し，非排水状態で解放率 100%
まで解放させる．  
Step6 地下水排出 排水 
トンネル掘削完了後，地下水をトンネル内へ排
水させる． 
Step7 
減水対策 
注入 
排水 
地山に止水対策を実施し，掘削壁面の排水を再
度開始して，水位が回復するまで応力－水連成
解析を実施する．  
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(5) 限界せん断ひずみ 
解析によって求められた最大せん断ひずみは，櫻井ら6)による限界せん断ひずみと
比較することとした．櫻井らによると，上限値を超えると「崩壊領域」，中央値～上限
値は「不安定領域」，下限値～中央値は「やや不安定領域」，下限値以下は「安定領域」
と定義されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2.2 限界せん断ひずみ 6)に加筆 
 
限界せん断ひずみは，次のように算出することができる。  
 γ0＝(1+ν)・ε0 
ここに，γ0：限界せん断ひずみ，ε0：限界ひずみ，ν：ポアソン比  
限界ひずみε0は，櫻井らによる限界ひずみを用いることとする。  
 上限値：logε0＝–0.25logE –1.10 
 中央値：logε0＝–0.25logE –1.47 
 下限値：logε0＝–0.25logE –1.84 
ここに，ε0：限界ひずみ，E：解析に用いる弾性係数  
 
設定した限界ひずみを，表-6.2.7に示す． 
表-6.2.7 限界せん断ひずみ  
物性値 弾性係数 ポアソン比 上限値 中央値 下限値 
四万十頁岩 1,000 0.4 1.98 0.84 0.36 
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6.3 数値解析結果 
(1) 間隙水圧の挙動 
 地下水位制御工法による対策前後の間隙水圧分布を図-6.3.1,6.3.2に示す．トンネル
直上の地下水位は，対策前の65mから，対策後は図-6.3.2に示すように171mまで上昇
する．図-6.3.3にトンネルS.L.位置における壁面からの離れと間隙水圧の関係を示す．
対策後の間隙水圧は，地盤改良領域外側で約1.7MPaと概ね地下水位相当であるが，地
盤改良領域内側の間隙水圧はトンネル内方向への排水によりほぼゼロに近い値を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.1 間隙水圧分布：減水対策前  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.2 間隙水圧分布：減水対策後  
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図-6.3.3 トンネル S.L.横方向における間隙水圧分布  
 
  
 
 
(2) トンネル周辺地山の応力と変形 
図-6.3.4,6.3.5に減水対策前後におけるトンネル周辺地山の有効応力分布図を，図
-6.3.6にトンネルS.L.位置における壁面からの離れと有効応力の関係を示す．なお，符
号は圧縮側を負としている．地下水制御工法による対策後は地盤改良領域外側で間隙
水圧が上昇することにより，圧縮側の有効応力が減少していることがわかる．  
また，図-6.3.7には同様にトンネルS.L.位置における壁面からの離れと全応力の関係
を示すが，全応力は減水対策前後で大きな変化はみられない．  
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図-6.3.4 トンネル周辺有効応力分布図：対策前  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.5 トンネル周辺有効応力分布図：対策後  
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図-6.3.6 トンネル S.L.位置水平方向における有効応力分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.7 トンネル S.L.位置水平方向における全応力分布  
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図-6.3.8に対策後のトンネル周辺地山における増加変位分布およびベクトル図を示
す．前述のように地盤改良領域外側における地山の有効応力が減少するため，地山全
体が上方へ変位し，トンネル内空側への顕著な変位増加はみられない．トンネルの天
端と底盤の有効力変化の差分がトンネルの変形となることから，上下方向が伸びて水
平方向が縮む変形モードとなる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.8 減水対策後の増加変位分布およびベクトル図  
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(3) トンネル周辺地山の安定性 
 地下水制御工法による対策前後の塑性領域分布図を図-6.3.9に，せん断歪分布図を
図-6.3.10に示す．対策による地下水位回復後においても，トンネル周辺の塑性領域の
拡大はみられない．また，せん断ひずみ分布も「やや不安定領域（下限値～中央値）」
がわずかに拡大するのみであり，地下水制御工法により高水頭まで地下水環境が変化
しても，トンネル周辺地山の安定状態に大きな変化は生じないと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.9 減水対策前後の塑性領域分布図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3.10 減水対策前後のせん断ひずみ分布図   
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6.4 水圧分離載荷解析手法との比較 
 本研究における排水型トンネル構造による地下水制御工法では，難透水層とした地
盤改良領域が周辺地山と連続していることから，前節で検討したように，間隙水圧の
変化に対して地盤と水の相互挙動による評価が適当であると考えられる．  
一方，従来のウォータータイト構造のような非排水型トンネルでは，覆工と地山が
分離していることから，地山挙動とは分離して水圧を覆工に載荷する手法がとられて
いる（以降，前者を連成解析，後者を分離解析と呼ぶ）．  
本研究で取り上げた連成解析手法に対して，図-6.4.1に示すように対策後の地下水
位回復時において，地盤改良領域の外側が地山と分離し，水圧を増分荷重として載荷
する分離解析手法による検討を実施し，両手法の比較を行った． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.4.1 分離解析モデル  
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表-6.4.1 分離解析ステップ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・止水注入ゾーン外側に間隙水圧を想定した外力を載荷
・パラメータスタディーとして載荷重を変化
　（100kN/m2、500kN/m2、1000kN/m2、1500kN/m2)
・止水注入ゾーン外側にインターフェースを設け、外側地盤の
　引張抵抗は考慮しない
STEP1
掘削（応力解放率40%)
STEP2
支保設置（応力解放率60%)
STEP3 STEP4
インバート掘削（応力解放率40%) インバート設置(応力解放率60%)
STEP5
水圧を想定
した外力
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(1) 全体挙動の比較 
 水位回復後の増加変形図として図-6.4.2 に連成解析，図-6.4.3 に分離解析の結果を
示す．連成解析では，地下水位回復後に地盤改良外側地山における有効応力が減少し，
全体が上方へ変位するが，トンネルに過大な内空変位は生じない．一方，分離解析で
は地下水位回復によりトンネルは上下に押しつぶされる挙動を示し，地盤改良内側の
地山においては鉛直方向に大きな内空変位が生じる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.4.2 対策後の変形図：連成解析  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.4.3 対策後の変形図：分離解析  
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(2) 地下水位回復に伴う挙動 
図-6.4.4に間隙水圧とトンネル内空変位の関係を示す．連成解析では，間隙水圧が
増加しても微小な内空変位に留まるが，分離解析の場合は大きな斜め内空変位が生じ，
馬蹄形トンネルが上下につぶれる変形モードを示す．このため，図-6.4.5に示すよう
に吹付コンクリート応力も，分離解析の場合は間隙水圧の増加により耐力を大きく超
える応力度が生じる結果となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.4.4 連成解析と分離解析の内空変位の比較  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.4.5 連成解析と分離解析の吹付応力の比較  
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6.5 実測値によるトンネル挙動の考察  
(1) トンネル変形 
地盤改良領域外側の地下水位とトンネル天端変位実測値の経時変化を図-6.5.1に示
す．地下水位はトンネル天端から160mまで上昇するのに対し，トンネル天端変位は2
～3mm程度の微小な変化で推移している．対策区間では全8断面で坑内変位計測を実
施しているが，他の測定断面についても同様な結果である．  
トンネル断面における斜めおよび水平の内空変位実測値と間隙水圧の関係を図
-6.5.2,6.5.3に示す．同図には前述の連成解析および分離解析による解析値を併せて示
すが，斜めおよび水平とも間隙水圧の増加による内空変位の変化は微小であり，いず
れも連成解析が実測値によく近似することが確認できた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5.1 連成解析と分離解析の吹付応力の比較  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5.2 内空変位の実測値と解析値の比較：上半斜め  
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図-6.5.3 内空変位の実測値と解析値の比較：上半水平  
 
(2) 周辺地山の変形 
図-6.5.4に地中変位計の計測結果として，地下水位がトンネル天端160mに上昇した
時点における地中変位分布図を示す．地山変形は，壁面を除くといずれも0.5mm以下
の微小変形であり，ゆるみ領域の進展はみとめられない．地盤改良領域とその外側地
山の境界にも，他と比較して有意な変形は生じておらず，地下水位の上昇に対して地
盤改良領域も周辺地山と連続体として挙動していることが確認できる．なお，トンネ
ル壁面での変形は，グラウチング施工時において吹付コンクリートに作用した注入圧
の影響と考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5.4 地中変位分布図  
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(3) 吹付コンクリート応力 
地下水位回復時におけるトンネル天端での吹付コンクリート応力の経時変化を図
-6.5.5に示す．吹付コンクリート応力の実測値は計測断面によりばらつきが大きく，
地下水位変化に対して一定の傾向は認められなかった．なお，グラウチング注入圧に
よる局部的な変状を除けば，現場での目視確認において地下水位回復後も吹付コンク
リートに顕著な変状は生じていない．また，図-6.5.6に間隙水圧変化と吹付コンクリ
ート増加応力の関係を示すが．分離解析のような大きな応力増加は生じていないこと
がわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5.5 吹付コンクリート応力(天端)と地下水位経時変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5.6 間隙水圧増加における吹付コンクリート応力 (天端)の実測値と解析値の比較  
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6.6 地下水制御工法の適用性に関する考察 
排水型トンネルにおける地下水位回復後のトンネル挙動について，水圧を分離して
載荷する手法に対して連成解析による予測値の適用性がよいことを前節で示した．こ
こでは，地盤改良領域の形状や地山変形特性の相違によるトンネル挙動への影響を，
連成解析を用いてケーススタディーすることで，上記条件に対する地下水制御工法の
適用性について考察する．  
 
6.6.1 解析ケース 
比較解析ケースを表-6.6.1に示す．これまでの検討モデル（CASE0）におけるドー
ナツ状の地盤改良領域に対して，トンネル周辺部に離隔を設けずに改良領域 (t=3m)を
設けた場合をCASE1とする．また，地盤改良領域は同じであるが，より軟質な地山を
想定し，変形特性を小さくした場合をCASE2とする．ここでは，青函トンネルにおい
て水抜き孔閉塞後に変形が生じた断層での事例7)を参考に，変形係数をD=300MPaとし
た．なお，他の解析条件はすべてCASE0と同様である． 
 
表-6.6.1 比較解析ケース  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CASE0 CASE1 CASE2
D =1000MPa D =1000MPa D =300MPa
地盤改良領域 地盤改良領域 地盤改良領域
3m 3m 3m 
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また，各ケースにおける変形係数から求めた櫻井らによる限界ひずみ6)の上限値，
中央値，下限値を基に，表-6.6.2に示す限界せん断ひずみの閾値を設定した．櫻井ら
によると，上限値を超えると「崩壊領域」，中央値～上限値は「不安定領域」，下限値
～中央値は「やや不安定領域」，下限値以下は「安定領域」と定義されている．  
 
表-6.6.2 限界せん断ひずみ  
 
 
 
 
 
 
  
上限値 中央値 下限値
CASE0，1 1,000 0.4 1.98 0.84 0.36
CASE2 300 0.4 2.67 1.14 0.49
限界せん断ひずみ(%)
ケース
変形係数
D (MPa)
ポアソン比
ν
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6.6.2 比較解析結果 
(1) 地盤改良形状に関する比較（CASE0とCASE1） 
a) 間隙水圧と湧水量 
 図-6.6.1 に対策前および対策後の CASE0 と CASE1 における間隙水圧分布図を示す．
対策後の地下水位は同様な回復を示し，CASE0（172m）に対して CASE1（179m）の
回復水位がやや高くなる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.1 間隙水圧分布図の比較  
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.5 (MPa)
a.対策前 
b.対策後：CASE0 
c.対策後：CASE1 
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 CASE0,CASE1 におけるトンネル S.L.水平方向における間隙水圧分布を図-6.6.2 に，
トンネル周辺の間隙水圧分布を図-6.6.3 に示す．両ケースとも，地盤改良領域におい
て間隙水圧が変化していることがわかるが，同様な改良厚(3m)において CASE1 の方が
間隙水圧の変化が大きい．また，図-6.6.4 はトンネル坑内湧水量の経時変化であるが，
湧水量は CASE1 の方が小さくなる．  
 両ケースの改良厚は同程度であるが，地盤改良領域内側における地下水の浸出領域
は CASE1 の方が小さいことから，湧水量が CASE0 に比較して抑制され，これに伴い
地盤改良領域外側の間隙水圧もやや大きくなると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.2 トンネル S.L.水平方向の間隙水圧分布  
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図-6.6.3 トンネル周辺の間隙水圧分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.4 トンネル坑内湧水量の経時変化  
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b) トンネルの変形と安定 
 トンネル周辺の地下水位回復に伴う変形量の分布とベクトルを図-6.6.5 に示す． 
 CASE0 に比較して，CASE1 ではトンネル底盤部の内空側への変形が顕著であるこ
とがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.5 トンネル変形量分布と変形量ベクトル（地下水位回復に伴う増分変位）  
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対策後の増加間隙水圧と増加トンネル内空変位の関係を図-6.6.6 に示す．間隙水圧
の上昇に伴い，CASE0 ではトンネル断面が鉛直方向に若干伸びる変形モードを示すが，
CASE1 ではトンネル底盤部が大きく内空側に変位し，上下につぶれる変形モードを示
し，大きな鉛直方向内空変位が生じている．CASE0 のようなドーナツ形状の改良領域
とすることで，間隙水圧の変化が生じる領域から内側の地山の抵抗により，CASE1 に
比較して変形抑制に寄与していると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.6 対策後の増加間隙水圧と増加内空変位の関係  
 
 図-6.6.7 に対策前後における塑性領域と最大せん断ひずみの分布図を示す．  
CASE0は対策前後における塑性領域やせん断ひずみ分布の変化はほとんどみられ
ないが，CASE1では対策後の地下水位回復により，底盤部の塑性領域が拡大し，せん
断ひずみも「崩壊領域」が大きく拡がるとともに，「不安定領域」や「やや不安定領域」
もCASE0に比較して全体に大きくなっている．これは上記の変形モードでみられるよ
うに，内側に地山領域を設けない場合は，トンネル鉛直方向に大きな内空変位が生じ
ることで，トンネル周辺地山が地下水位回復に伴い不安定化することを示している．  
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図-6.6.7 塑性領域と最大せん断ひずみ分布図  
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(2) 地山変形係数に関する比較（CASE0とCASE2） 
 CASE0 と CASE2 における対策後の増加間隙水圧と増加トンネル内空変位の関係を
図-6.6.8 に示す．間隙水圧の上昇に伴う内空変位の挙動は，両者ともトンネル断面が
鉛直方向に若干伸びる同様な変形モードを示しており，変形係数の小さい CASE2 は
CASE0 に比較して大きな内空変位を示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.8 対策後の増加間隙水圧と増加内空変位の関係  
 
 
対策前後におけるせん断ひずみ分布を図-6.6.9に示す． 
 CASE2では，変形係数が小さいことから掘削時においてトンネル周辺に大きなせ
ん断ひずみが生じるが，対策後には地盤改良領域に「不安定領域」が拡大するととも
に，その外側の「やや不安定領域」が大きくなり，トンネル全体の不安定性が増大す
ることが分かる． 
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ケース CASE0 CASE2 
対策前  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
対策後  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.6.9 最大せん断ひずみ分布図  
 
 
これらの結果から，地盤改良形状はトンネル壁面からある程度離隔を設けた配置と
することで，間隙水圧変化の小さい改良域内側地山の強度を十分期待することができ，
変形抑制や地山安定に有効であると考えられる．また，断層のように地山が軟弱な場
合は地下水位回復後に地盤改良周辺地山の不安定性が増すことから，変形係数が
D=1000MPa程度以上の軟岩～硬岩が減水対策工適用の目安として考えることができ
る． 
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6.7 まとめ 
山岳トンネル掘削後における湧水流量抑制対策による，水位回復に伴うトンネル挙
動について，水と応力・変形の連成解析による評価手法の妥当性を論述し，高水頭下
における地下水制御工法の適用性について考察した．  
以下に本研究で得られた主な知見を列挙する．  
 
1) 地下水制御工法による地下水位回復時のトンネル挙動を地下水挙動と応力・変形の
連成解析で予測し，グラウト注入領域外側の間隙水圧が上昇し，150m を超える高
水頭下においても有意な影響をトンネルに与えないことを確認した．  
2) 地盤改良による減水対策工におけるトンネル挙動の評価手法として，従来の水圧分
離載荷手法と連成解析手法を比較分析し，実測値による検証をもとに連成解析手法
の適用が妥当であることを示した．  
3) トンネル周辺の改良形状について考察し，地盤改良領域の内側に地山を残すドーナ
ツ形状がトンネル安定性において優位であることを示した．  
4) 地下水位回復後のトンネル挙動の比較検討により，地下水位制御工法の適用地盤と
して，変形係数 D=1000MPa 程度以上の軟岩～硬岩が減水対策工適用の目安として
考えることができる．  
 
 本研究により，地盤改良によって地山を難透水性とする地下水制御工法の高水頭下
における適用性を確認し，従来の特殊覆工によるウォータータイト構造が適用できな
い条件下でも，地山の強度が十分ある場合は，山岳トンネルにおける地下水制御対策
が可能であることを示すことができた．したがって，トンネル施工において地下水問
題に直面した場合に，本研究で提示した地下水制御工法が対策工として幅広い選択肢
を与えるものと期待される．  
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第 7 章 結論 
 
7.1 結論 
本研究では，山岳トンネルにおける地下水対策として，特に周辺環境問題の制約を
受ける場合に，トンネル周辺地盤を地盤改良することで湧水流量を制御する地下水制
御工法の設計・施工方法を提示するとともに，その適用性について施工データをもと
に分析した．まず，地下水位低下に伴う地表面沈下問題において，一般的なプレグラ
ウトによる地下水制御工法の設計・施工法を提示し，その効果を評価するとともに，
簡易な沈下解析手法による挙動予測・管理手法を示した．次に，トンネル掘削後の湧
水量抑制問題に対し，ポストグラウトによる地下水制御工法を適用し，合理的な施工
手法の提案や止水効果の評価を行った．さらに，排水構造のトンネルにおける地下水
位回復時の力学的挙動について、土と水の相互挙動を評価する連成解析による解析的
検討手法を導入し，トンネルの安定性を評価するとともに，実施工データから手法の
妥当性を示した．これにより，従来のウォータータイト構造を適用することができな
い，高水頭下における地下水制御工法の適用性を示した．  
以下に各章の概要と結論について述べる。  
 
第 1 章は，序論として，本研究の背景である山岳トンネルにおける周辺環境制約に
応じた合理的な地下水対策工法の必要性を論述し，研究目的や論文の構成について述
べた． 
 
第 2 章では，山岳トンネルにおける地下水対策について既往事例を調査し，特に周
辺環境への影響防止を目的とした地下水対策工について現状と課題を分析し，以下の
知見を得た． 
1) 周辺環境を考慮した地下水対策としては，遮水壁工と止水注入工が適用されてい
る．低土被りトンネルにおける地下水位低下に伴う地表面沈下に対しては遮水壁
が適用される場合が多いが，地表から施工できる環境であることが必要である．  
2) 周辺環境を考慮した地下水対策として止水注入工を適用する場合，水みちが限定
された場合を除き，トンネル構造として非排水型のウォータータイト構造を併用
する場合が多い．ウォータータイト構造は覆工を剛なRC構造とするとともに，掘
削形状を真円に近づける必要があるため，施工性や工期，経済性の面で課題があ
る．また，耐水圧の構造的限界から100mを超える高水頭での適用が困難である．  
3) 止水注入工における改良仕様については，青函トンネル等の実績を踏襲して設定
する場合が多く，要求される遮水機能や地山特性を踏まえた定量的評価手法に関
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する知見が少ない．  
また，地下水制御工法の適用性を考察するうえで重要となるポストグラウト工法や
地下水位回復に伴うトンネルの力学的挙動評価の考え方について，既往の事例や研究
を整理し，その課題と工法への適用性について以下の知見を得た．  
4) ポストグラウト工は，高圧注入等の施工性の課題から，高い止水性が求められる
場合にプレグラウト工の補助として適用されている．一方，改良後の湧水量やル
ジオン値を指標としたグラウト評価が可能であり，地下水対策の要求性能に応じ
た止水注入工を施工することができることから，一定の止水性能に制御したい場
合には，合理的な施工法となる可能性がある．  
5) 止水注入工による地下水環境変化を考慮した力学的挙動評価手法として，青函ト
ンネルにおける厚肉円筒モデルがあるが，問題を簡略化して定性的な解釈を提示
するもので，その後も定量的な分析を示した知見がない．一方，近年では土－水
連成解析手法により地下水と地山の相互挙動を評価する試みが行われており，山
岳トンネルでの止水注入による地下水制御工法の評価手法として適用が考えられ
る． 
 
第 3 章では，山岳トンネルにおいて事例の少ない，岩盤における地下水位低下に伴
う地表面沈下挙動について分析し，そのメカニズムとして以下の結論を得た．  
1) マサ化した岩盤において地下水位の低下と地表面沈下量に明確な正の相関が認め
られた．この原因としては，発達した開口割れ目が地下水位低下に伴い有効応力
が増加することで閉塞し，体積圧縮が生じることによるものと考えられる．  
2) トンネル掘削に伴う地表面沈下メカニズムとして，切羽が掘削による影響が小さ
い距離にある時点から，地下水位低下により先行して岩盤圧縮が進行する．切羽
が近づくに伴いこれに加えて，掘削に伴う応力解放によるトンネル周辺の変形が
地表まで波及することで，地表面沈下が生じることを確認した．  
 
 第 4 章では，プレグラウトによる地下水制御工法の設計・施工方法を提示し，施工
データをもとにその有用性を示した．さらに，地下水制御工法による地下水位や地表
面沈下量を予測する簡易な沈下解析手法の適用性について検証し，その有用性と活用
方法を示した．これらにより得られた結論を以下に示す．  
1) 改良地盤の厚さと透水性能をパラメータとした浸透流解析による改良仕様の検討
を行い，目標性能に対する定量的な改良仕様の設計手法を示した． 
2) トンネル周辺の地盤改良により地下水位低下量を制御する工法を適用し，トンネ
ル掘削における地下水位低下抑制対策に有効であることを確認した．また同工法
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により透水性を1/10以下に低下できることを示した． 
3) 海底トンネル事例に倣った既往の止水注入対策における改良厚（5m以上）に対し，
地下水制御工法では遮水効果を定量的に評価することで，より合理的な改良厚さ
(2m)とすることができる． 
4) 浸透流解析と連成させた簡易な沈下解析手法を示し，トンネル掘削における地下
水位低下に伴う地表面沈下量の予測に適用できることを確認した．また，地下水
回復や施工前の初期水位変化を考慮することで推定精度が向上することを示した． 
 
 第 5 章では，ポストグラウトによる地下水制御工法について，ダムのグラウト技術
を導入した施工法による適用性について検証するとともに，施工データをもとにその
有用性を示した．以下に，得られた結論を示す．  
1) トンネル坑内からのポストグラウト施工として，ダムで多くの実績がある中央内
挿法によるグラウチング手法を適用し，有効であることを確認した．また注入材
料として極超微粒子セメントを適用することで，地山岩盤の透水係数を10-8(m/s)
オーダーの極めて小さい値に改良できることを示した． 
2) 中央内挿法によるグラウチング手法については，施工中のデータをもとに孔配置
や材料選定等の注入方法にフィードバックすることにより，より合理的なグラウ
チングに改善できることを示した． 
3) 施工データをもとに，ポストグラウトによる地下水制御工法による減水対策工の
効果を分析し，湧水流量低減や地下水位回復に対して，減水対策工の有用性を示
した．また，その効果の予測値と実測値の比較から，設計手法の妥当性を確認し
た． 
 
第 6章では，山岳トンネル掘削後における湧水流量抑制対策による，水位回復に伴
うトンネル挙動について，水と応力・変形の連成解析による評価手法の妥当性を論述
し，高水頭下における地下水制御工法の適用性について考察した．以下に，得られた
結論を示す． 
1) 地下水制御工法による地下水位回復時のトンネル挙動を地下水挙動と応力・変形
の連成解析で予測し，排水型トンネル構造にグラウト注入領域を設けることで，
150mを超える高水頭下においても有意な影響をトンネルに与えないことを確認
した． 
2) 地盤改良による減水対策工におけるトンネル挙動の評価手法として，従来の水圧
分離載荷手法と連成解析手法を比較分析し，実測値による検証をもとに連成解析
手法の適用が妥当であることを示した． 
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3) トンネル周辺の改良形状について考察し，地盤改良領域の内側に地山を残すドー
ナツ形状がトンネル安定性において優位であることを示した． 
4) 地下水位回復後のトンネル挙動の比較検討により，地下水位制御工法の適用地盤
として，変形係数D=1000MPa程度以上の軟岩～硬岩が減水対策工適用の目安とし
て考えることができる．  
 
 以上のことから，地盤改良による地下水制御工法を適用することで，周辺影響の制
約に応じた合理的な止水対策が可能であることを示すことができた．また，トンネル
湧水を許容する一般的な排水型トンネル構造とすることにより，従来のウォータータ
イト構造では対応できない高水頭下の条件においても，地下水位低下による影響を制
御できることが分かり，今後の大深度における地下利用においても有効な手法である
ことを明らかにした．  
 
 
7.2 今後の課題 
 最後に本研究をまとめるにあたり得られた今後の課題について述べる．  
1) 地下水制御工法の 3 次元的評価 
第 4 章～第 6 章における地下水制御工法の設計において，地下水や地盤挙動の
数値解析は 2 次元解析手法を用いている．山岳トンネルは山体を貫く線上構造物
で対象範囲が長大であり，地盤中の地下水位挙動は地質構造や地表流、降水量の
影響等も含めて複雑であり，単一断面の挙動評価では不十分な場合がある．第 5
章で取り上げた研究事例においても，対策区間においては坑内湧水流量が大きく
低減したが，対策区間外では逆に湧水流量が若干増加し，3 次元的な地下水の回り
込みによる影響がみられた．このため，本研究で用いたトンネル断面方向の評価
手法に加え，トンネル縦断方向を含めた 3 次元解析による地下水挙動の評価が望
ましいと考えられる．本研究では，地質的な難透水層の考慮や対策範囲のシミュ
レーションにより対応しているが，トンネル縦断方向での地下水変化によっては
対策範囲端部に遮水壁（バルクヘッド）を設ける場合も考えられる．今後は，こ
のようなトンネル縦断方向の地下水挙動を含めた 3 次元解析手法による設計手法
を構築する必要がある．山岳トンネルでは山体を対象とした大規模な 3 次元モデ
ルとする場合が多く，非定常な土と水の連成解析の実施には膨大な計算時間を要
する課題があり，簡易な解析手法やモデル化の工夫にも取り組む必要がある．  
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2) 地山の 3 次元的構造の調査手法 
前述したような地下水や地盤変形を 3 次元的に評価するには，地山全体の 3 次
元的な構造を把握する必要があるが，現状ではこれらを十分に調査・計測するこ
とができない．山岳トンネルでは，一般に弾性波探査屈折法によりトンネルルー
トに沿った速度構造を得るとともに，電気探査比抵抗法による比抵抗分布から弾
性波探査でとらえにくい地山の異常部や地質境界，地下水状況などを検知してい
るが，断面としての情報に留まる．アクセスが困難な山岳地気において，広範な
サイトスケールでの地山情報を得る手法として，ヘリコプター等を利用した空中
電磁法による地下の比抵抗分布の 3 次元測定や，大深度の概略構造の把握が可能
な宇宙線粒子を利用した計測等の活用について検討することが必要と考える．  
3) 地山物性値の評価 
間隙水圧や応力の変化を解析的に評価するにあたり，本研究では地質調査や掘
削時の変形挙動をもとに見かけの物性値を想定したが，これらの物性値を現場で
どのように計測するかが課題である．特に，施工前の地山が有する初期応力の測
定や既往の豪雨等の気象データを踏まえて予測した設計地下水位の設定手法につ
いて，今後検討することが重要である．  
4) 亀裂性岩盤における不均質性を考慮した地下水変化による地山挙動の評価 
第 6章では地盤改良領域外側の地下水位が回復した場合の力学的挙動について，
連成解析手法を用いたアプローチにより，排水型トンネルにおける安定性を評価
した．従来から用いられてきた水圧を分離する評価手法に対し，地盤を連続体と
して土水一体に扱う評価手法について一定の妥当性を示すことができたが，一方，
連成解析での特徴的な挙動である地下水位回復時の有効応力減少に伴う浮き上が
りが実測値では観測されなかった．連成解析手法では岩盤を巨視的に等価な多孔
質媒体と仮定して，岩盤の不均一性を平準化し，ダルシー則を適用した地下水流
れとして扱うが，実際の岩盤は透水性が著しく異なる亀裂部と岩質部により構成
され，亀裂内を流れる地下水が支配的であることから，実現場で対象としている
亀裂性岩盤での挙動を必ずしも再現できていない可能性があると考えられる．こ
のため，岩盤中の地下水の不均質流れを想定し，亀裂部を不連続面として考慮し
た解析モデルによるアプローチにより，地下水挙動がトンネル構造に与えるメカ
ニズムについて今後検証することが必要であると考えられる．また，個々の亀裂
特性を全てモデル化することは計算時間の面から現実的でなく，亀裂媒体と多孔
質媒体の両者を考慮するハイブリッドモデルによる検討も望ましいと考える．  
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5) 岩盤亀裂分布の調査手法 
岩盤亀裂を考慮した解析的アプローチを行う場合に，亀裂の幾何学的分布特性
や亀裂個々の水理・力学的特性を把握することが重要となる．岩盤の亀裂の分布
を把握するためには，露頭観察，ボーリングコアの観察，ボアホールカメラによ
るボーリング孔内の観察等，岩盤内の亀裂を直接的に調査する手法があるが，こ
れらによって得られる亀裂の異方性の情報は限定的である．これを補う意味で，
弾性波探査や電気探査法等に代表される物理探査や地下水の水質を指標とした地
球科学的調査，トレーサによる地下水流動層検層など，間接的に岩盤中の亀裂を
把握するための調査手法があるが，亀裂情報の評価に十分寄与するにはいまだ至
っていない．また，本研究で取り組んだポストグラウトのようにトンネル坑内か
ら周面にグラウチングを行う場合は，亀裂の方向性を考慮した位置に注入孔を設
けることでグラウト効果の向上が期待できるとともに，亀裂開口幅によって適切
な材料選定が可能となり，亀裂の分布特性の把握は合理的なグラウト施工とコス
トダウンを実現するうえでも重要である．岩盤亀裂の調査手法についてはすでに
多くの研究がなされてところであるが，広範囲にわたる亀裂性状を連続的にかつ
簡易に評価できる調査手法の構築が望まれる．   
6) 様々な地盤条件・施工条件における地下水制御工法の適用性確認 
本研究における解析的検討により，高水頭の条件下でもある程度硬質な中硬岩
において地下水制御工法が適用できることを示している．一方，実測値が得られ
た挙動データは 1 現場に留まっており，地盤強度特性の他に，前述した亀裂特性
等も踏まえた多様な条件下での適用性検討が今後も必要である．また，ポストグ
ラウトにより地下水位が回復する場合に対して，高水頭下においてプレグラウト
によりトンネル掘削を行う場合はさらに応力解放の影響が加わると考えられ，馬
蹄形断面での安定性を評価する必要がある．実現場では安全側の仕様とせざるを
得ない場合が多く，室内実験も併せた検討により適用限界をさらに明確にするこ
とで，詳細な解析検討を必要としない，簡便な設計手法を確立することが重要で
あると考える． 
7) グラウト充填範囲の調査・評価技術 
トンネル周辺地山におけるグラウト充填範囲については，直接目視することが
できないため，グラウトの効果確認手法としてはルジオンテスト（透水試験）が
用いられている．ルジオンテストは，透水性の指標であるルジオン値によりグラ
ウト効果の評価を行うものであるが，注入材による改良範囲や注入材の浸透方向
について情報を得ることができない．グラウチングによる改良範囲の推定手法と
してはチェックボーリングが実施されるが，限定的な確認にとどまることから，
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三次元の比抵抗トモグラフィー（電気探査）など物理探査手法の適用も試みられ
ている．第 5 章で取り上げた北薩トンネルでは，トンネル内で打設済みのロック
ボルトを利用した電気探査による改良範囲の推定も試みており，このような簡易
な改良範囲の確認手法の開発も必要であると考える．今回の地下水制御工法のよ
うに，グラウト部の遮水効果を恒久的に期待する場合は，将来の維持管理におい
て改良範囲を把握することは有用であると考えられる．実際の地盤改良領域を可
視化し，施工時の状況（注入材料，注入量，ルジオン値）を記録するなど，現在
建設工事で推進されている CIM（Construction Information Modeling / Management）
の取り組みを導入することで，調査設計から施工・維持管理までの建設生産シス
テムの高度化に寄与できると考える．  
8) 高耐久かつ浸透性に優れた注入材料の開発  
トンネル坑内の地下水制御対策としては，道路や鉄道のインフラ構造物におい
て長期にわたる遮水性を維持するとともに，今後は深層処分場のような有害物質
の漏洩対策など，非常に長い期間における機能維持が求められる可能性がある．
このような超長期の耐久性については機能が明らかでなく，促進試験を含めた長
期耐久性の確認が望まれる．また，今後大深度での適用にあたっては，さらに低
透水性の岩盤の微小亀裂についても改良が必要となることが想定され，より粒径
の小さいナノオーダーのセメント材料や恒久性を有する溶液型材料を開発するこ
とで浸透性を向上させ，幅広い地盤への適用が可能になると考えられる．一方，
これらの材料はコストの上昇を招くことから，前述したように岩盤亀裂の分布特
性を考慮した合理的な施工法（注入方向，材料選定・切替）を体系化し，コスト
の縮減を図ることが必要である．  
 
 このように，地下水制御工法を今後幅広く適用していくにはまだ多くの課題が残っ
ており，今後も引き続き課題の確認，検討，研究を重ねていくことで，本研究で取り
組んだ排水型トンネルによる地下水制御技術の信頼性を高めることが必要であると考
えている．第 5章で取り上げた北薩トンネルでは，完成後においても周辺地下水位や
覆工応力，湧水量のモニタリングを継続して実施しており，これまでに例のない地下
水位回復後の長期的なデータを得ることができる．今後もこれらの貴重なデータを評
価し，新たな知見を積み重ねることで，環境保全に配慮した山岳トンネル構築の一助
になるものと考える． 
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導教授として常にあたたかい励ましと終始有益なご指導，ご教示を賜りました．遅々
として進まない研究活動をあたたかい目で支えていただき，衷心より感謝申し上げま
す． 
本研究の遂行にあたり，中川浩二山口大学名誉教授には山岳トンネルにおける地下
水対策全般について，金折裕司山口大学名誉教授には地下水変化に伴う岩盤挙動につ
いて大変貴重なご指導，ご助言を賜りました．心から御礼申し上げます．また，鹿児
島県および北薩トンネル技術検討委員会の皆様から多大なるご協力，貴重なご助言を
賜りました．特に鹿児島県木佐貫浄治氏には研究遂行について激励，ご支援いただき，
深く感謝申し上げる次第です．  
本研究に取りまとめるにあたり，株式会社熊谷組の多くの皆様から貴重なデータ提
供を含めご支援ご協力をいただきました．特に，試行錯誤しながら地下水制御工法の
施工に取り組んでいただいた現場関係者の皆様に，深く感謝申し上げます．筆者が所
属する土木事業本部の嘉藤好彦本部長，梅村勝副本部長，寺田倫康土木設計部長には，
岡山大学での研究遂行にあたり温かい励ましとご支援をいただきました．また，筆者
の上司であった緒方明彦氏をはじめ，手塚仁氏，古田島信義氏，片山政弘氏，尾畑洋
氏には，本研究の取り組みを通じて多くの有益な議論や助言をいただくとともに，論
文執筆に際して多大なるご協力をいただきました．心から厚く御礼申し上げます．さ
らに，有限会社アイジオル 今井紀和氏，応用地質株式会社 奥井裕三氏，株式会社地
層科学研究所 菅原健太郎氏には，本研究の解析に関して多大なご協力をいただきまし
た．ここに記して，深謝の意を表します．  
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最後に，本論文完成に至るまでの間，温かく見守り支えてくれた妻の恭子や二人の
娘をはじめ，様々な形でご協力，ご支援いただきました多くの方々に心から感謝を申
し上げます．本当にありがとうございました．  
2018 年 3 月 
                               中出 剛 
